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第1章 緒論

1-1 本研究の背景および目的

地球の総人口は産業革命以来急増を続け、そのi曽加傾向はエネルギー消費傾向

iこ一致するの特に 1950年代からの石油消費の急増に呼応するように、人口爆発

といわれる増加を続けているの このように、近代における人間生活そのものが化

石燃料に維持されてきたと考えられる。確かに、化石燃料の利用の効率化が生活

の向上をもたらしたことは論を待たない。 しかし、過去においては、食料生産の

大きさが人口の大きさを決めてきたが、化石燃料の使用により、人口の増加が食

料生産の大きさを決める関係に逆転しつつあるト1)。人口増加と化石燃料消費が

相補的な関係を持ち、人口と化石燃料消費が爆発的に増加する状況が作られてい

るの このような状況を背景として、自然システムの持続可能な産出量の限界が突

破され、水不足、河川の枯渇、放牧地の劣化、土壌の侵食・砂漠化、森林の消失、

水質・大気汚染、地球の温暖化等の問題が深刻化しつつある lヘこれらの問題

は個々に独立した問題ではなく、すべてが相互に関係を持っているの特に地球温

暖化は単に気候帯の変化をもたらすだけでなく、現行の気候システムに撹乱を与

えることにより、洪水、熱波、寒波等のいわゆる異常気象の引き金と考えられて

いる l引 り

温暖化とは、瓶室効果が加熱されることによりもたらされる現象である。太陽

からの入射エネルギーは地表面を加熱し、熱放射として宇宙へ放射されるり ここ

で大気層に存在する 一 部微量ガスが熱放射を吸収し、毛布のような働き

(Blanketing effect) により温室効果をもたらす。つまり混室効果は緑の地球の根

幹であるが、近年、 主要な熱放射を吸収するガス(混室効果ガス:GHG) であ

る二酸化炭素 (C02)、メタン (CH4)、亜酸化窒素 (N20) 等の大気中濃度が上昇

し、地球温暖化が進行している。C品、 N20 の産業革命以来の混暖化への寄与率

は250/0と見積もられているが、温室効果の能力がそれぞれ C02の 20-30倍、 200-300

倍と高く、特に N20 の寿命は 120年と長く、長期にわたり温室効果への影響が

持続される ため 1-4)、削減対策は緊急を要している日また、 1997年 12月に京都で



開催された気候変動枠組み条約第 3回締約国会議 (COP3)では、 C02のみな ら

ず CH4、N20、ハイドロフノルレオロカ一ボン類(臼HFC日)λ、ノ〈一フノルレオロカ一ボン類

(伊PFC日)λ、六フツ化硫黄 (ωSFo)にも削減目標が設定された l卜-5幻ヘ)

球混暖化係数 (GWP刊)を用いて、すベての温室効果果:気{体本に対する削減 目標を設

定するバスケ ツト .アブプ'ロ一チの採用を前提としており、可能性のある放出源に

ついて、放出量と放出特性の解明および削減技術の開発が急務であるり しか し、

C02に次ぐ主要な温室効果気体である、 CH4、N20 の放出源の特定および放出量

の見積精度が C02に比べて著しく低いことが大きなネックになっているり

ところで、我が国の食に関する窒素収支で考えると年間 1696X 10'lgの窒素が

農地を含む環境へ放出されている O そのうちの約 40%が人聞から放出される 生

活排水として放出されている lヘまた、ここで窒素の大部分は有機物として放

出されている。現在、これら生活排水の 55%は下水処理場で処理をされており、

水処理の運転操作条件あるいは環境条件によ って C品、 N20 の大きな放出源と

なる可能性があるの しかし、 1994年度の放出見積についても、 N20 については

推定されておらず、 CH4については推定はされているものの、推定精度は極めて

不十分で、ある l-7)Z3 したがって、下水処理において運転操作条件の違いによる CH4、

N20の放出量の担握および削減手法の検討は極めて重要である。

我が国の食料を中心とした窒素収支のアンバランスによる大量の窒素の環境へ

の放出は湖沼、内湾等の閉鎖性水域で富栄養化を進行させ I-R，Q，IO)、藻類の異常瑞

殖によるカビ臭ト11)、ミクロキスチン等の藻類産毒 1-12)、魚類のへし 1死、浄水場で

の凝集阻害 1・13)など多くの問題を誘引している口したがって、今後、下水処理に

おいては富栄養化の原因物質である窒素の除去が必須である日また、発生する汚

泥については、農耕地等へ循環させることが窒素収支の改善に重要で、ある。本研

究ではこれらの背景を鑑み、下水処理に伴う CH4、N20の放出および削減手法を

富栄養化対策と有機物の循環利用に関連させ、検討することを目標としたの



1-2 本研究論文の概要

本研究では、下水処理の運転操作条件の違いによる CH4、N20の放出実態の解

明と、その削減手法を富栄養化対策と発生する汚泥の循環利用の効率化の関連に

おいて検討を行った。その結果、水処理プロセスでは嫌気条件と好気条件の適

な組み合わせで、 CH4、N20の放出が抑制され、富栄養化対策とリンクし得るこ

とが示されたのまた、発生する汚泥の循環利用の促進が、汚泥処理プロセスにお

ける CH4、N20の放出抑制に効果的であり、循環共生型社会の創造とも連動し得

ることが示唆された。

本論文は全 7章から構成されているの以下、各章の概要を述べる O

第 1章では、本論文の研究の背景および目的として、地球温暖化問題と水環境

改善問題との関連等について述べた。また、本論文の意義および論文概要につい

てまとめた。

第 2章では、温室効果の仕組み、地球温暖化の現状、 GHGとしての CH4、N20

の特徴についてまとめた口次に、下水処理の概要と現状を整理し、下水処理で CH4、

N20の生成・放出が考えられる、硝化、脱窒、メタン発酵、燃焼過程における CH4、

N20の生成・放出機構と制御に関する既往の研究についてまとめ、本研究の解決

すべき対策を明らかにしたの

第 3章では、実際の下水処理場において、 一般的な活性汚泥法における硝化促

進運転の有無等の操作条件の違い、および温暖期と寒冷期の温度条件の違いと

CH4、N20の放出量と放出特性との関係について比較解析を行ったn また水域に

おける富栄養化が一向に改善されない現状では、下水処理における富栄養化対策

は必須であるのしたがって、嫌気処理と好気処理の組み合わせで富栄養化の原因

物質である窒素・リン除去を行う処理からの、 CH4、N20の放出量と放出特性を

般的な活性汚泥法である好気単独処理との比較において評価・解析を行ったり

第 4章では、下水処理では富栄養化対策として硝化・脱窒反応の組み合わせで

窒素除去を行うため、運転操作条件によっては N20の生成、放出の増大が懸念

される n したがって、運転操作条件が N20発生特性および窒素除去能等に及ぼ

す影響を明らかにするために 汚泥滞留時間 (SRT) および好気槽から嫌気槽へ

の循環により 持ち込まれる溶存酸素 (DO) の嫌気槽での N20放出に及ぼす影



響を検討したり

ここで第 3章、第 4章の検討結果および既往研究を基に水処理プロセ スからの

C品、N20放出抑制について整理したn

第 5章では、我が国の汚泥焼却の割合が高く、これまで下水汚泥焼却炉か ら

他の廃棄物焼却炉等に比べ高濃度の N20が測定されていることから l・14，15)、下水

汚泥焼却に伴う N20の放出量を焼却炉の種別及び下水汚泥の脱水助剤に注目し

て調査した日 次にこの調査結果を基に、日本における下水汚泥焼却に伴う N20

放出量を求め、将来における放出量を予測したり

第 6章では、焼却される汚泥からの N20の放出割合に比べ下水汚泥を肥料と

して農地へ施用した場合の放出割合が著しく低いことから、下水汚泥の肥料化プ

ロセスを N20の放出削減手法と捉え、肥料化に必須な発酵プロセスからの CH4

の有効利用が図れる嫌気性消化・乾燥プロセスについて、 主として熱収支の効率

化を検討した口まず消化・乾燥を行っていた既存の処理場の実態、を調査し、それ

をもとに熱利用効率の優れたモデルプロセスを提案したu さらに、乾燥プロセス

でのゴミ焼却排熱の利用実態を調査、解析し、消化乾燥汚泥の肥料価値を肥料製

造エネルギー消費の点、から化成肥料と比較し、評価したり

ここで第 5章、第 6章の検討結果および既往研究を基に汚泥処理プロセスから

のCH4、N20放出抑制について整理したり

第 7章では本研究論文の第 3章から第 6章における検討より得られた結果につ

いて総括し、下水処理プロセスからの CH4、N20放出抑制手法について、取りま

とめを行うとともに、その抑制効果を評価した。また、今後の課題および展望等

について述べたの



第2章 温室効果ガス対策の現状と下水処理プロセスにおけるG札、

N20放出削減に係る既往研究

2-1 温室効果の機構と対策

2-1-1 温室効果と地球温暖化の機構

人類の発展は自然との闘いの歴史であり、まず道具の使用により第一段階の発

展を迎えたの続いて「火Jを得ることにより次の発展を迎えるが、当初は木質を

暖房、調理あるいは防敵の目的で使用したn 次に化石燃料の発見、火からのエネ

ルギー獲得を実現し、産業革命を経て化石燃料の大量消費が開始されたのそれと

ともに人口は急激に増加していった口特に産業革命以降の人口増加はまさしく化

石燃料消費にリンクしており、現在の人間生活そのものが化石燃料消費の上に成

り立っているといっても過言ではない 2-1)。また、化石燃料によりもたらされた

人口増加が更に化石燃料消費を加速している。確かに化石燃料の道具としての使

用により、文明の急速な進歩と、それに伴う平均寿命の進捗等が自然の猛威の前

に打ち震えていた人類に大きな幸せを与えたことは論を待たない。しかし、この

ような相補的な関係が成立する人口増加と化石燃料消費の増大が現在、地球の自

然システム崩壊へ大きな影響を与えつつあり、多くの分野において持続可能産出

量の限界が踏み越えられ、廃棄物を吸収する自然界の能力が放出に追いつかなく

なりつつある。例えば、海洋漁場の衰退、地下帯水層の枯渇、広範な水不足と河

川の枯渇、土壌の劣化および侵食、森林の消失、大気および水環境の慢性的な汚

染、地球の温暖化等があげられる問。特に地球の温暖化は、主として人間活動

による C02、CH4、N20等の GHGの大気中への蓄積に.よって引き起こされるが、

地球温暖化による気候変動は、これら崩壊しつつある自然システムに追加的スト

レスを与えるとともに、自然システムに密接に連動している社会経済システムに

も大きな影響を与えるの特に農業では現在の穀物帯の移動が予想、されており、現

在の国際的な農業.経済システムに大きな影響を与えると考えられている Lμ川3列)

また、 GHG濃度iは土環境生態態、系と様々な相互関係を持ち、自然システム崩壊によ

り濃度増加が加速される場合もある o GHGの放出は単に燃焼のような工業活動

-5-



だけではなく、生物活動にも起因しているため、 GHGの増加が温暖化に原因し、

温暖化が GHGの増加に原因する連鎖的な関係が考えられるりこのように地球温

暖化現象は、単に地球表面が暖まるというだけではなく、人類の生存そのものに

大きく影響を与える現象と考えられるの

大気圏外で太陽に面した 1m
2
の面積に注ぐエネルギー量は 1370W'sec-1であり、

地球が球形であり、半分が夜であることを考えると大気圏外での平均入射は

342W' m-2・sec-! となる口こ こで雲あるいは地表面の反射により入射したエネルギ

ーの約 310/0が宇宙へ戻され、入射と反射の差の 235¥V'm-2・sec-lが地球表面を暖め

るO しかしここで、入射エネルギーと同じ量が宇宙へ放射される O 入射が主として

可視光なのに対して、放射は赤外部における長波放射(熱放射)で行われ、放射

光が表層で吸収されない場合の地表面温度は約-19 (L~ となるのしかし実際の地表

面平均温度は 15ccであり、中緯度地方の高度 5km付近の気温が-19ccである 川。

大気圏外へ出ていく赤外放射は一部を除いて大気によって吸収され、再度上

に放射されるの乾燥地球大気の 99%を占める酸素および窒素はこれら赤外放射

に対して透明であるが、残りの水蒸気 (H20)、C02および CH4、N20を代表とす

る数種の微量気体は地表面からの赤外放射を吸収し、あたかも毛布のような役割

を果たし、温室効果と呼ばれている O したがって温室効果は「緑の地球Jの根源

となるものであるの しかし、南極の氷床コアに閉じこめられていた空気の分析結

果によると、産業革命以来の人間活動の活発化により地表面からの赤外放射を吸

収する GHGの大気中濃度は急速に増加しており以的、温室効果の増大が指摘さ

れているの

地球の温暖化の最大の問題点は、単に温度上昇による植生の変化とそれに伴う

生態系の変化ではなく、その変化に対する人間生態系の応答であり、人間社会に

玉l境と民族が歴然と存在し、多くの地域紛争の種が点在していることを考えると

GHGの抑制による温暖化の防止は、人類にとって重要な達成事項であると同時

に人類存亡の大きなハードルと考えることができる。

2-1-2 温室効果ガスとしてのCH.、N20の概要

温室効果の概念、から考えると地表面から放射される赤外スベクトノレに対して光

竺的な吸収のあるガスはすべて GHGと見なすことができる日以下に本研究で対
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象とした、 CH4、N20の概略を示す口

2-1-2-1 CH4 

CH4は近年その存在が重要視されてきた微量 GfIGであるの CH4は成層圏で

OHラジカルと反応して H20を生成する"CH4の最終l酸化物は C02であるが、 C02

も GHGである。大気中の寿命は約 15年といわれており C02よりも短いが、温

室効果のポテンシヤノレは C02を!としたときに 20"-' 30倍に相当するのそれ故、

放出した CH4を回収・有効利用できない場合は、 C02へのガス質転換が重要であ

る。大気中の濃度は、産業革命以前には 0.8ppmvであったが、 1994年で1.72ppmv 

と2倍以上の値となっているりその濃度は、 1980年代に年平均 0.9ojOの割合で増

加していたが、 1990年代になり、ほぼ横ばいとなったが、ここ数年聞は再び増

加に転じている 子九 CH4の自然界からの放出は沼沢地等からが最も大きいが、シ

ロアリによる CH4の放出も報告されている。人為的な CH4の放出源としては、

まず化石燃料に関連して石炭の採掘、天然ガス、石油精製業、そしてとれらの燃

焼が挙げられる日牛、羊等の腸内発酵によっても CH4が放出し、その約 90ojOが

家畜に由来するという報告もある。水田(稲作)からの CH4放出も報告されて

おり、それは気候、施肥状況、潅瓶による水田土壌の酸化還元状態等による影響

が大きく、これらの因子は非常に広くかつ複染剥雑(佐主に相互作用しあつている 川

方、 CH4の吸収、すなわち大気中からの除去は、そのほとんどが対流圏および成

層圏における OHラジカルとの反応による。しかしながら、各々の放出源および

吸収源について、 C02に比べ十分に定量化されておらず、算出・評価の精度の向

上が必須で、あるの

2-1-2-2 N20 

N20 は、 CH4同様に微量 GHGと呼ばれ、近年注目されはじめたガスである日

大気中における寿命が 120年と長く、温室効果への影響が長期にわたることから

も重要な GHGである日成層圏で紫外線によって光化学分解され、その際にオゾ

ン層の破壊を引き起こすの成層圏に存在する、 NOに代表される NOxはN20から

生成され、その存在量のバランスは、成層圏におけるオゾンの存在量に影響を及

ぼす。また N20は 大気中における寿命が 120年と長く、 100年間で積算した温



室効果のポテンシヤルは C02の約 300倍となる日大気中における濃度は、 産業革

命以前には 288ppbvであったが、 1994年において 312ppbvであり、近年の年変化

率は 0.25%である n 自然界の海洋や土壌からの N20 の放出は、生態系における

窒素の物質循環の一部として構成されており、その大部分が土壌や水中に棲息す

る細菌等の代謝活動に由来するの人為的な放出源のひとつとして、農耕地への窒

素肥料の施用が挙げられ、施用された窒素肥料は、 土壌中に棲息する細菌等の作

用により、 土壌の酸化還元状態等の状況によ っては N20 へ変換される。窒素肥

料の施用は広く行われており、 N20の大きな放出源である可能性もが指摘されて

いる 問。 また、山火事等のバイオマス燃焼も N20の大きな放出源とされている口

産業活動に起因する N20 の放出源としては、自動車等の交通機関、化石燃料等

の燃焼、アジピン酸の製造および排水処理等が挙げられるの一方、成層圏におけ

る波長が 180-230nm程度の紫外線による光化学分解が主要な吸収源であるの しか

しながら、 CH4同様にこれらの放出源および、吸収源については、解明されていな

い点も多いために定量化も不十分なのが現状であり、さらなる調査検討が必要で

あるとされている口

2-1-3 温室効果におけるCH4、N20の意義

GHGは、大気中における寿命等の物理化学的性質が個々のガスによって大き

く異なるため、これらの諸性質、そして該当する期間において累加する温室効果

等を考慮、した、 GHGの放射強制力に対する指標が考え出されているのIPCCは、

これらの指標として地球温暖化係数 (GWP=GlobalWarming Potential) を定義して

いる 2-10)0GWPとは、単位質量の気体が大気中に放出されたことにより生ずる放

射強制力を時間積分して得られる指標であり、目的とするガスの GWPを、基準

となるガス (C02)の同様な積分値との相対比で算出 したものであるり

CH4、N20の GWP値を Table2-1に示す Lll)。CH4、N20は C02に比べ、 1分子あ

たりの放射強制力が大きいことから C02に対して GWPは、例えば積算期間 100

年でそれぞれ 21、280倍となるのまた、 GWPはガスの寿命と密接に関係するた

め、特に対流圏で主たる分解過程がなく、その寿命が成層圏と対流圏の大気の移

動に依存 し、120年と考え られている N20では、積算期間 500年の GWPでも 170

倍と影響が長期にわたることが分かる n したがって CH4、N20 の放出量の増大は



Table 2-1A summary ofGlobal Wanning Potential (GWP) of CH4 and N20
2
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CO2 
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Global Warming Potential 
2o years 100 years 500 years 
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280 
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短期的な影響に止まらず、その影響が長期にわたるという特色を有しており、そ

の対策は緊急な課題である U 人為起源放出源で見ると C02の放出は化石燃料の

燃焼に起因することが明らかであり、その削減には経済成長との関係が常に議論

される。しかし、 CH4、N20については燃焼、廃棄物処理に付随するものであり、

運転操作条件の変更で大幅に削減される可能性もあり COP3で示された GHG

削減目標の 6-8%の中では重要な位置づけになりうる可能性がある。したがって、

C品、 N20の放出源に対する質と量および対策技術に関する研究は今後の GHGの

削減および削減によりもたらされる温暖化防止に対して重要な位置づけになるも

のと考えられる口

2-2 下水処理プロセスの概要

下水道法の定義によると下水は雨水と、生活および事業所に起因する汚水に大

別され、汚水の大部分は生活系排水である。一般的には汚水を下水とする場合が

多い。古来、尿尿を肥料として最大限活用してきた我が国では、欧米、特にヨー

ロッパ諸国に比べ下水道への取組は比較的新しく、コレラ等の伝染病の予防を

的とした東京、大阪、横浜市等の下水道建設を受け、 1901年に最初の下水道法

が施行されたの当初の下水道の機能は収集と排除であったが、大正から昭和にか

けて処理場の建設が開始された。これに伴い、 1935年に下水試験法、 1938年に

放流下水の水質基準が定められ、下水道制度が整備されてし 1く。第二次世界大戦

を挟み 1958年に下水道法が改定され、大都市を中心として下水管渠と下水処理

場の整備が進められ、 1970年の水質汚濁防止法、 1978年の総量規制制度の導入

により下水処理場からの放流水が監視されるとともに、下水道の水質保全に果た

す役割が重要となった口さらに 1984年に制定された湖沼水質保全特別措置法で

は下水道が重要な施策として位置づけられたのまた、水道水源の保全を目的とし

て 1994年に制定された「水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律Jお

よび「特定水道利水障害の防止のための水道水源域の水質の保全に関する特別措

晋法J (ωし¥わゆる水源源、 2法)においても同様な位置づけがなされている L引M川l口川2幻)

Fig.2ユ-1 に我が国における下水道人口普及率の経年変化を示す円普及率の増加

は年間ほぼ 1-1.5%で推移してきたが、この 10年聞は約 20/0と増加率の増大が見

られ、公共事業費の伸びと密接に関連しているυ1996年度における普及率は 55%
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であるが、人口 100万人以上の政令都市における普及率が 970/0に対し、人口 5万

人以下の市町村での普及率は 18%と非常に低く 2-13)、今後はこれらの市町村での

整備が中心となり、小規模な処理場が急増するものと考えられる。

下水道は主として管渠、ポンプ場、処理場で構成されるが、特に大量の布機物

および窒素を収集し、生物処理する処理場において C弘、 N20の放出が予想され

るn 下水処理プロセスは水処理プロセスとその処理により放出する汚泥を処理す

る汚泥処理プロセスに大別され、以下にその概要を述べるり

2-2-1 水処理プロセス

有機性排水を処理する下水処理の水処理は生物処理(二次処理)が主流であり、

その中でも効率の高い処理法である活性汚泥法が広く採用されているり我が国で

は下水の 95%以上が活性汚泥処理されているの一般的な活性汚泥法の処理フロ

ーを Fig.2-2に示すのまず流入下水中の固形物のうち送水ポンプ等の障害となる

可能性のある大型の爽雑物(しさ)はスクリーンで、砂および小石は沈砂池で、除

去される n 次に最初沈殿池で浮遊園形物の一部が沈殿除去され、生物反応タンク

(エアレーションタンク)内で活性汚泥と混合、撹枠され、空気の連続供給下に

おいて活性汚泥の吸着作用および、生物学的酸化作用により有機物が分解除去され

るo 最初沈殿池では生物処理が終了した活性汚泥と処理水を沈降分離し、処理水

は消毒後、放流されるの 一方沈降した活性汚泥の一部は、返送汚泥として生物反

応槽へ循環され、タンク内の汚泥濃度を保つことにより連続的な処理が可能とな

るり返送汚泥以外の汚泥は余剰汚泥として汚泥処理プロセスで処理される。

我が国ではこれまで、 一般的な活性汚泥法(し、わゆる標準活性汚泥法)の運転

条件は下水中の有機物のみを除去するように設定されていたのしかし、湖沼、内

湾等の環境基準達成率が依然として低く、それが富栄養化の進行、顕在化による

内部生産に起因しており、原因物質としての窒素、リンの大部分が生活排水に由

来することから 主として生活排水を処理する下水処理では窒素およびリンの除

去(高度処理)が今後必須となる O 生物処理による窒素除去の原理は下水中の窒

素を好気条件下の硝化作用で N03ーとし、嫌気条件下の脱窒作用で N2として除去

することである一方リンの除去は、嫌気条件下で活性汚泥からのリン酸(PO/)

の吐き出し、続く好気条件下で過剰摂取による活性汚泥へのポリリン酸としての

国 12-
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Fig. 2-2 Schematic f10w  diagram of the typical activated sludge process 



蓄積により行われる O また、 PAC等の凝集剤を生物処理の最後に添加し、リン

を除去する方法も用いられている日し吋主れにしろ従来の好気処理へ適正な嫌気処

理を組み込むことが必要である o Fig.2-3に下水処理において代表的な窒素・リ

ン除去プロセスである凝集剤添加嫌気・好気活性汚泥法(凝集斉11添加 AO法)お

よび嫌気、無酸素、好気活性汚泥法 (A20法)の概略を示す。凝集剤添加 AO法

は好気槽から嫌気槽への硝化液の循環で窒素を除去し、好気槽に添加される凝集

剤でリンを除去する。 A20法は好気槽から無酸素槽へ循環を行うことにより窒素

を除去し、リン除去は嫌気槽での吐き出しと好気槽での過剰摂取により行われる

2-14) 
。

2-2-2 汚泥処理プロセス

水処理プロセスから発生する汚泥は汚泥処理プロセスで処理される。下水処理

場に流入する炭素の 50%以上が、窒素の 3却0%程度が汚泥処理ブプ'ロセスへ移行す

る L引川川lηは5工幻川，1凶6，17ηヘ)

水環境境-以外へ排出されなくてはならない廃棄物でで、あり、廃棄物と清掃に関する法

律(廃掃法)上は産業廃棄物として扱われる。したがって下水処理の計画におい

ては汚泥処理が重要な位置づけとなる。 Fig.2-4に汚泥処理フローを示すり

初沈汚泥および余剰汚泥の固形物濃度は 10/0以下であり、まず濃縮操作により

滅容化を図るのこれまでは重力濃縮法が多用されてきたが、分流式下水道の普及

と生活様式の変化による、汚泥中の有機物含量の噌加に伴い、特に余剰汚泥の濃

縮性が悪化しており、沈降性に優れた初沈汚泥を重力で、余剰汚泥を機械的に遠

心分離で濃縮する分離濃縮操作が広く用いられているユ引川川l問川R幻ヘ)

れる濃縮汚泥の固形物濃度は 3-4%程度でで、あり、水処理プロセスからの発生汚泥

は1/3-114程度に滅容される。濃縮操作が不十分であれば後続の嫌気性消化、脱

水ブ'ロセスでの処理量の増加等の影響が生じ、汚泥処理プロセス全体に影響を及

ぼすことから、濃縮プロセスは最も重要なプロセスである。

嫌気性消化プロセスは従来、汚泥の減量および安定化の上で重要なプロセスで

あり、かっ肥料化プロセスとして重要なプロセスであった。一般的な消化日数は

20・30日、消化温度は 35-40Ocの中温消化が広く採用されている口 しかし、安定

化、減量化プロセスとしての焼却プロセスが技術的に安定したことから、近年、

ー14圃
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Fig. 2-3 ~c.hematic flow diagram of the typical biological nutrient removal process、
(a) Anoxic-oxic (AO) with chemical pre~ip)tation process、
(b) Anaerobic-anoxic-oxic (A2U) process2刊
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Fig.2-4 Schematic f10w diagram of the sewage sludge treatment process 



採用が減少しているりしかし、現在、我が国では嫌気性消化プロセスで発生する

CH.Jの約 30%が有効利用されずに焼却処分されており川、これら CH4の有効利

用を図ることで下水処理プロセス総体として GHG削減につながると考えられ

るり

濃縮汚泥、嫌気性消化汚泥は脱水プロセスにより同形物濃度が 20-25%と大き

く滅容される n 脱水方法は使用される脱水助剤に強く依存しており、初期は病原

菌の死滅等の効果を含めて、脱水助剤として消石灰と塩化第二鉄を併用したもの

が広く用いられた。したがって真空ろ過あるいは加圧ろ過方式が採用された口し

かし、安定化プロセスとして焼却が重要視され、取り扱い性に優れた高分子凝集

剤の開発に伴い、ベルトプレスあるいは遠心脱水方式が採用されてきたn 最近で

は脱水性能が向上した 2-20)ことと連続運転が可能で、あることから、遠心脱水方エ1

の採用が増加しているり

ここで濃縮以降の脱水までのプロセスは、汚泥処理プロセスに基本的なプロセ

スと考えられ、脱水以降のプロセスは処理を行う処理場での汚泥の最終処分形態

に依存するのFig.2-5に 1995年度における発生汚泥の最終形態の割合を示す川。

1995年度において、 l、689X 10
Q

DSgの汚泥が発生し、そのうち 23%が脱水汚泥で

=として埋め立て、 66%が焼却、 11%がコンポスト化汚泥および乾燥汚泥として

緑農地利用、 1%が液状消化汚泥で主として海洋投棄されている。欧米諸国の焼

却処分と緑農地利用割合は、それぞれ 20-40%および 301-50%程度である川口 した

がって我が国の汚泥処分状況の特徴として焼却割合の高さと、緑農地利用の低さ

があげられる円

焼却プロセスは水処理プロセスからの発生汚泥を1/500程度に滅容が可能であ

り、最終処分として埋め立て処分を考える上で非常に有効なプロセスである。

水汚泥焼却炉は多段炉、流動床炉に大別される。それぞれの構造を Fig.2-6およ

び Fig.2-7に示す川口多段炉は通常 6-8段の炉床を持ち、脱水汚泥は炉頂部から

供給され、格段の炉床上で解砕されながら下段への落下を繰り返して順次、乾燥、

燃焼および冷却の過程に移行する n 通常の燃焼温度は 700-900()Cであるの流動床

炉は辛気により流動する加熱された砂状の燃焼媒体により、近年、汚泥が燃焼さ

れ、燃焼温度は 800(C付近である。近年、高分子凝集剤での脱水が増加するとと

もに、それらの焼却に適した流動床炉が増加しており、焼却炉の更新時にもほと
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んどが流動床炉へ更新され、将来的には焼却炉の大部分が流動床炉になると予想

される日

コンポスト化プロセスあるいは乾燥プロセスが汚泥の肥料化ブ'ロセスであるの

我が国では緑農地利用率が低く、コンポスト化施設は 1995年度で 32カ所に止ま

っているの 横型スク ープ方式が最も多く、し吋主れの方式も堆積した脱水汚泥の下

部から通気を行い、発酵日数は 7・10 日程度であるの汚泥乾燥施設も同様の理由

から 1995年度で 25カ所であり、 11カ所が小規模下水処理場で、の天日乾燥床で

ある山口その以外は乾燥と造粒が同時に進行する直接熱風回転乾燥機が多く採

用されている口肥料化汚泥は発酵処理されていることが必須であり、発酵プロセ

スであるコンポスト化プロセスに対して乾燥プロセスでは嫌気性消化プロセスと

組み合わされる。これら肥料化汚泥は肥料取締法の規制を受け、特殊肥料として

扱われる。

2-3 下水処理におけるCH.、N20の生成

下水処理のうち水処理プロセスでは生物反応タンクにおいて操作条件によって

は硝化と脱窒が起き、 N20の生成、放出が考えられる。また、汚泥を長時間にわ

たり滞留させ、嫌気状態になりやすい沈殿池および重力汚泥濃縮槽では、 CH4の

生成、放出が考えられるり 一方、汚泥処理プロセスでは嫌気性消化プロセスから

大量の CH4が生成されるが、 CH4は消化タンクの加温等に利用され、過剰の CH4

は余剰ガス燃焼装置で焼却処理されることから、系外への放出はないと考えられ

るのこれまで汚泥焼却炉から比較的高濃度の N20の放出が知られており 山，2o)、

燃焼プロセスにより N20が生成する O 以下に CH4、N20生成に係る反応プロセス

について述べる

2-3-1 生物学的硝化プロセス

硝化反応は、排水等に含有される有機態の窒素がアンモニア (NH/)、ヒドロ

キシルアミン (NH20H)を経て、亜硝酸 (N02-)あるいは、さらに般化されて N03ー

になる反応であり 主として独立栄養硝化細菌が反応に関与する 2-27，2R，2'l)口 NH20H

から N02・への反応過程で、環境条件によっては N20を多量に生成する 2刊 31)り ま

た、これら細菌は N02・から N20への還元酵素を持つことが知られており、低酸



素分圧下で反応が進行することから N20生成への寄与の大きさが指摘されてい

7， 2♂刀，34)
自 n

こうした独立栄養型の硝化反応に加えて、近年では好気条件下で硝化・脱窒を

行う AlcaliKenesfaecαIis等による従属栄養型の硝化反応も報告されている 山 従

属栄養型の硝化細菌は独立栄養型硝化細菌に比較して比増殖速度もはるかに大き

く、かつ、微生物集団の中で大きな割合を占めることから、こうした従属栄養迦

の硝化反応と、それに伴う N20の生成も無視できないものと注目され始めてい

るのなお、硝化反応に伴う N20の生成については、硝化阻害が起こる条件下で N03-

八反応が進まず、途中で代謝系が N20へシフトすること等が考えられるが、ま

だ不明な点が多い口

2-3-2 生物学的脱窒プロセス

脱窒反応は、通常分子状酸素のない条件下で N03-あるいは N02・等の結合駿素

を呼吸源として、有機炭素源としての BODをエネルギー源に脱窒微生物が利用

し、 N20あるいは N2に還元する代謝反応でで、ある 川37ηヘ)

の多くの細菌が脱窒活性を示すことが知られており、こうした NOα3

元し、その最終形態、として N2を生成するような働きをもっ細菌を総称して脱窒

細菌と呼んで、いる口

脱窒反応で N20 は、その中間代謝物質であり、適正な環境条件下で N20還元

酵素により N2まで還元されるのこの N20還元酵素は 02の存在により活性が阻害

されることが報告されており川)、特に土壌等の微好気的な環境下では脱窒反応

がN20で終了し、そのまま環境中へ放出される可能性が高いり

また、菌類による脱窒反応に伴い N20が生成することも報告されている川口

菌類は、土壌中や活性汚泥中にも多く存在することから、i これらの菌類による N20

の生成も無視できない可能性があるの特に菌類は N20を N2に還元する酵素系が

欠落している種が多く、 N20を大量に生成することが知られている n 祥雲らの報

止 2-40)によれば、不完全菌の一種である Fu.¥・al'ium oXY，¥!)()r1仰を用いた実験で、初

期添加された N03・は 1000;6 N20 として回収された口Fig.2-8に生物学的硝化およ

び脱窒反応とそれに伴う N20生成に関し、反応経路の概略を示した。

N20 は酵素反応である硝化、脱窒反応に伴って生成されるが、酵素反応での代
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謝に重要な役割を果たしているのが補酵素を構成する金属であり、脱窒系では Cu

イオンのコントロールによる N20放出制御の可能性が示されているの2-41 ) 

2-3-3 メタン発酵プロセス

嫌気性処理における有機物の代謝過程は酸生成反応とメタン生成反応の 2つに

大別されるの酸生成反応はタンパク質や多糖類など高分子の有機物がまずアミノ

酸や単糖類に加水分解し、その後、酢酸、ブプ2ロヒピピ1)オン酸などの低級脂肪酸までで、代

説謝t付すす-る反応でで、ある (力加日水分解するまでで、を加水分解反応、その後を酸生成反応と区

矧別jけすす-る場合もある)2-42，43，州4幻札仰3工3，4バ44めヘ)

がメタンに変換する反応でで、ある o Fig.2-9に嫌気性処理における酸生成反応とメ

タン生成反応の概略を示す山)。酸生成に関与する細菌群は酸生成細菌と呼ばれ、

C()fynehαcterium， Lactohαcillus， Actinomycetω・Pseudοmοnαs・， Bαcillus，λ1icrοcoccus， 

Clostridiumなどの通性嫌気性細菌および絶対嫌気性細菌で、ある n 一方、メタン生

成反応に関与する細菌群は、 Methanοhacterium，Metanococus， Metanosarcina， 

Metano，'pirillum などの絶対嫌気性細菌であるのこのメタン生成反応に関与する微

生物群の増殖速度および代謝活性は、酸生成反応に関与する微生物群のそれの数

分の l以下であることが知られている n したがって、有機物の嫌気性処理におけ

る律速はメタン生成反応であると考えられているのつまり嫌気性処理を効率よく

行うためにはメタン生成反応の速度を考慮、した適切な操作条件の設定が必要であ

り、酸生成反応の過度な進行による pHの低下によって起こるメタン生成反応の

阻害はよく知られている O

2-3-4 燃焼プロセス

燃焼プロセスでの N20生成は主として石炭燃焼について研究が行われている

が、 N20の生成は揮発性の強い窒素成分を出発とする気相反応と揮発性の低い

Charによる気回反応に大別される凶州へ N20生成機構を Fig_2-10に示す凶)日

燃焼過程の初期において揮発性の強い窒素成分は、N1もまたは HCNとして放

出され、 HCNは Oラジカルと反応して NCOが生成し、 NOラジカルとの反応に

より N20が生成する。これらの反応は燃焼混度に強く依存しており、 N20の生成

は 700'tから 7500Cで最大となりそれ以下の温度では IICN以降の反応が遅くな

-24-



(a)Acid fermentation 

(b )Methane fennentation 

Fig.2・9 Chemical ~e.~ction pass way on the anaerobic daigestion for sewarage organic 
materi al SL-'IJ) 

-25-



+NO 

DC 

+0 

IMc 

:、~ö.lati[e

Important N20 formation sources~ 
(1) Direct fonnation from char (Dc) 
(2) lndirect formation in 

(a) Homogeneous reactions (IM) 
with gases from coal volatile (IMv) : First volatile 
with gases from coal char (I恥1c):Slow volatile 

(b) Heterogeneous reaction over char (IT) 

Fig.2・10 A probable N20 formation and destriction mechanism on coal combustion
2
.
4
t>} 



り、燃焼ガス中の HCN濃度が増加する日また、 750()C以上の温度では NCOが O

ラジカノレ、 OHラジカルと反応し、 NOの生成が NOラジカルとの反応による N20

の生成に卓越するようになる口さらに、 800()C以上の温度では生成された N20が H

ラジカル、 OHラジカルとの反応により N2へ変換されるの揮発性の低い Charrl~ 

の窒素は直接、円安素ラジカルと反応して N20を生成する口また、気相反応で生

成した NOが Char粒子表面で Oラジカルと反応する気回反応によっても N20は

生成されるりこの気固反応も反応温度に強く依存しており、 800Oc付近で最大と

なるりつまり気相反応では N20生成は 7500C付近でピークを迎え、 800cc以上で

は N20から N2への変換が起きるが、その一方で、気回反応による N20生成は 800

℃付近でピークを迎える円したがって燃焼プロセスにおける N20生成は温度に

強く依存し、その温度領域での気相反応、気回反応での反応速度に依存する。

Fig.2・11に、これらの関係をまとめて概念図として示すり

下水汚泥の燃焼の場合も焼却混度の低下および炉内酸素濃度の低下により排ガ

ス中の HCN濃度の増加が見られる川。下水汚泥の場合、含有する窒素の大部分

は揮発成分と考えられており同)、気相反応による寄与が大きいものと考えられ

る口

2-4 まとめ

第 2章においては、温室効果の仕組み、地球温暖化の現状、 GHGの種類と特

徴、地球温暖化における CH4、N20対策の重要性についてまとめ、地球温暖化に

関する問題点およびその対策等の重要性について整理した。また、下水処理プロ

セスを水処理プロセスと汚泥処理プロセスに大別し、概観するとともに今後の方

向性について整理したn 次に、下水処理プロセスからの C弘、 N20放出機構につ

いて、生物学的硝化・脱窒プロセス、メタン発酵プロセスおよび燃焼プロセスを

取り上げ、既往の知見の整理を行ったn

その結果、下水処理プロセスでは水処理、汚泥処理プロセスし吋哀れにおいても

多量の有機物および窒素を処理することから、 CH-1、 N20の潜在的放出ポテンシ

ヤルの高い放出源と考えることができた。特に水処理プロセスでは今後、水域の

富栄養化対策のたに、嫌気と好気処理を組み合わせた窒素およびリンの除去を行

う AO、A20法による処理が大きく普及するものと 予想される n したがって、処
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理プロセスに硝化、脱窒、メタン発酵の各プロセスが内在することとなり、操作

条件によっては C弘、 N20 放出の増大が懸念され、その生成機構、放出実態、を杷

握し、対策を講ずることが重要で、あることが明らかになったり

一方、下水処理プロセスに投入される有機物の約 50~~以上、窒素の 30%程度

が汚泥として水処理プロセスから汚泥処理プロセスへ移行するりここで汚泥処理

プロセスの内、嫌気性消化プロセスは CH4生産プロセスであるが、その一部は

消化タンクの加温に用いられ、余剰jガスは余剰j燃焼装置により焼却処分されるた

め、 CH4の放出はないと考えられるのしかし焼却される余剰ガスは全体の 300/0を

占め、有効利用が重要であると考えられたの現在、汚泥の 60%以上が焼却され

ており、現状の焼却温度が N20生成領域にあり、他の廃棄物焼却炉に比べて高

濃度の N20の放出が報告されていることから、今後の対策が重要と考えられたり
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第3章 水処理プロセスにおけるCH4、N20の放出量および放出特性と

活性汚泥の処理条件との関係

3-1 はじめに

下水処理プロセスは沈殿、エアレーション、汚泥濃縮といった処理工程に嫌気

硝化、脱窒反応を内在しており、処理される窒素および有機物量の大きさから

CH4、N20の潜在的な放出源であるの COP3において CH4、N20が削減対象となり、

水処理プロセスからの放出量と放出特性の特定が急務であるが、すべての処理

プロセスにわたる測定例が少なく子1，2，3)、放出量、放出特性と処理条件との関係に

おいて、これまで検討がなされていない。ところで、下水処理プロセスは、 一連

の水処理プロセスと汚泥処理プロセスに大別される。前者が生物処理を主とする

のに対して後者は脱水、焼却等の物理化学処理が主体となるの本章では、 一般的

な活性汚泥法における硝化促進運転の有無の操作条件の違い、および温暖期と寒

冷期の温度条件の違いが CH4、N20の放出量と放出特性に及ぼす影響について明

らかにすることを目的とした。

この際、一般的な活性汚泥法に加えて AO法と A20法を組み入れた処理場にお

いて各処理法における CH4、N20の放出量と放出特性についても解析を行った。

-30圃



3-2 実験方法

3-2-1 調査対象処理場の概要

A、B 処理場では、いずれも流入下水の 90%以上が生活排水に由来し、排除方

法は分流式であるのFig.3-1にそれぞれの処理場の処理フロ ーを示したが、 A処理

場は流入するすべての下水を活性汚泥法で処理を行っており、 B処理場は流入下

水の約 50%を活性汚泥法で、約 25%を生物学的脱窒・脱リン法 (A20法)で、残

りは凝集剤添加脱リン生物学的脱窒法(凝集斉IJ添加 AO法)で、処理を行っている口

調査対象とした処理施設は、活性汚泥法では最初沈殿池、エアレーションタン

ク、最終沈殿池および汚泥濃縮タンクであり、 A20法では最初沈殿池、反応タン

ク、最終沈殿池である日 A20 法の反応タンクは Fig.2-5に示したように嫌気槽、

無酸素槽、好気槽より構成されるりまた、 B 処理場の最初沈殿池の越流水では、

エアレーションタンクおよび反応タンク流入時に流入量が調整され、 6カ所ある

最終沈殿池はすべて同じ条件で運転が行われるため、活性汚泥法と A20法とも

に共通とした口汚泥濃縮タンクについては汚泥処理プロセスに属する処理施設で

あるが、水処理プロセスからの一連のプロセスとして本章で、取り扱うとしたりな

お、それぞれの処理場における活性汚泥法および A10 法の平均的な運転操作条

件を Table3-1にまとめて示す。

また、調査日および前日は降雨がなく、流入水量の増加などの降雨による影響

は認められなかった。なお、 A-1については実験条件が整わず CH4のみの検討を

行ったり

3-2-2 試料の採取および分析方法

A処理場では 1992年 2月 (A-I)および 8月 (A-2)に、 13処理場では 1992年 11

月(B-1)および 1993年 9月 (B・2)に通日試験を行ったのA-1、A-2、B・2では活性汚

泥法での処理工程のみを対象としたが、 B-1では活性汚泥法の処理工程と同時に

系列処理を行っているん0法の処理工程も対象とし、その違いを比較解析した。

以下、 B-lにおいて活性汚泥法の処理工程を B-1と、 A20法の処理工程を B-1(A20)

とする。それぞれの測定時における流入水量は A-1，A・・2，B -1 ， B -1 (A20) ， B -2 

それぞれ一 日当たり 30，060，33、986，46、538，7、767，口、100m
3 であり、水温はそ
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Table 3-1 Common operational condition ofthe observed wa:stewater treatment plant 

コ白調ぷ!竺一 A 
B 

Activated sludge A20 Operational condition 

BOD volumetric loading(kg' m・3・d-1) 0.7 0.3 0.3 

BOD-l¥在LSS loading(kg・kg・1・d-1
) 0.4 0.1 0.1 

Nitrogen volumetric loading(kg' m・3・d-1) 0.1 0.04 0.04 

Ni町t仕ro句gen凶任S鉛Sloa“din喝以g妖(k均〈匂g'k匂《沼g-l.d-ぺlう) 0.06 0.02 0.02 

SRT(d) 4 14 17 

Aeration(Biological treatment) time (hr) 7 10 12 

Settling time(primary sedimentation tank、hr) 3 4.5 4.5 

Settling time(final sedimentation tank， hr) 3 5 5 

DO(end point ofaeration (Oxic) tank， mg.r') 3 3.5 2 

Aeration f10w rate/ Inf1uent f10w rate(m
3
・mサ 8 5 6 

孔任SS(mg'l・1) 1800 2400 2900 

Return sludge ratio(%) 30 50 110 

Mixed liquor circuration ratio(%) 50 
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れぞれ 13，24， 20， 20， 24"Cであった。

沈殿池およびエアレーションタンクでの測定方法を Fig.3-2に示すn 最初沈殿

池および最終沈殿池では内容積約 21、底面積 260cm2のフロ ー ト付きチャンバ

ーを投入し、沈殿池の表水面上に一定時間浮遊させ、投入時および一定時間後の

濃度の差から放出量を求めた。エアレーションタンクでは押し出し流れを考慮、し、

流下方向に向かつて A処理場では 6点、 B処理場では 8点でエアレーションタ

ンク表面に吹き上がってくるエアレーション空気を直接捕集し、その CH4、N20

濃度および処理場で測定されているエアレーション風量から放出量を求めたりな

お、 A20法の処理工程の内、反応タンクの嫌気槽および無酸素槽の測定方法は沈

殿池の測定方法に準じ、好気槽での測定方法はエアレーションタンクの測定方法

に準じたが、測定点は 6カ所とした。汚泥濃縮タンクは、上部に覆蓋が施されて

おり、発生する気体(臭気)は臭気対策のため、外気で、希釈して排気グ、クトによ

り大気中に放出されており、これを捕集し、その C也、~-.J20 濃度および排気風ー

から放出量を求めた円試料は 3時間毎に採取した。今回調査した A、B処理場に

おける測定点の概略を Fig.3-3に示す。

BOD、T-N、NH人 N03-等の水質項目は下水試験方法 3-4)に準じて分析したり流

入下水、エアレーションタンク混合液等の CH4 および:r~20 の溶存濃度はヘッド

スペース法で測定したn また、試料中の CH4は FID付ガスクロマトグラフィー

で、 N20は ECD付ガスクロマトグラフィーでそれぞれ分析した。なお、 N20の

分析については低濃度の分析精度に大きな影響を与える、共存する酸素 (02)、C02

および水分の影響を除くために、ガスクロマトグラフィーにプレカット機構およ

び検量管の前部に過塩素酸マグネシウムとソーダアスベストを充填したプレカラ

ムによる吸着機構を設けたのCH4および、N20の測定条件を Table3-2 ~こ示す。

3-3 結果および考察

3-3-1 流入下水および処理水の水質特性

調査時における流入下水と処理水の水質を Table3-3に示すの処理水の BOD濃

度は、 A-1，A-2， B-1， B-1 (A20) ， B-2で、それぞれ、 9.5，14， 1.2， 1.2， 1.1mgol・l

となり、 B-1 ， B -1 (A2 0)， B -2については、低負荷の運転条件を反映した非常に

-34-



Sedunentation tank Aeration tank 

Support 

p
 

m
 

u
 

D
l
 

t

一
w
凶
・
'

Air bubble 

rA 

σ
b
e
 

n
b
 

.，E
A

、EA

叫

釦

F

L

l

 

a
-
-
'
E
E且

F
C
 

Tedlar bag 

Float 

00  

Fig.3-2 Schematic diagram of sample collection for the sedimentation and the aeration 



A plant 

Primary Final 
sedimentation tank Aeration tank sedimentation tank 

いrr1~~~~@~

Thickener 

B plant 
(Conventional process) 

Aeration tank 
Final 

sedimentation tank 

Primary 
sedimentation tank 

~~@@@@@@ 

I 剛・ーーー-----ーー・・・ーーーーーーー・・・ーーーー・ー・・ーー・・ 4ι

(A20 P rocess) 

、
b
hn

 

免
U

4
E
L
 n

 

，u
o
 

m
仰

F

m

 

ρし

vm
 

A
u
 e

 

cd 

@@@@@@ 
Anaeすi~ ドnoxic I Oxic 

_..1-、、マ

Thickener 

思
@
↓
?

Use the f10ating chamber 
Directly collect the aeration air 
Collect the diluted generation gas 
Sewer f10w 
Sludge f10w 

Fig. 3-3 Sampling point of this field observation 

-36-



Table 3-2 Analytical condition of CH4 and N20 

CH4 1-.J20 

Detector FID ECD 

Column 
SUS 2m， 4mmφ SUS 21TI， 4mmゆ

Molecular Sieve 13 X Porapak Q 

Detector temp. 120
0
C 300

0
C 

Column temp. 80
0
C 60

0
C 

Carrier gas N2 N2 

月/，
今
、
J



Table 3-3 Influent and e任luentwater quality at each field observation 

Water quality(mg. r1) 

BOD T-N NH4+-N N03--N 

A-1 Influent 269 37.5 20.2 0.7 
E任luent 9.5 32.5 28.1 0.02 

A-2 Influent 183 29.6 22.4 0.2 
Effiuent 14 28 25.2 0.7 

B田 l Influent 192 32.2 19.7 O 

Eftluent 
1.2 11.4 0.4 11 

B-1(A20) 1.2 5.9 0.03 6.1 

B-2 Influent 93 20.6 14.1 O 

Effiuent 1.1 9.3 0.3 8.1 



良好な処理水質が得られた。処理水の窒素形態は各処理場の運転操作条件を顕著

に反映していたりつまり、 A-l，A-2では、 BOD-MLSS負荷が O.4kg0 kg-'・日l およ

び SRTが 4 日程度と硝化が抑制された運転が行われ、大部分が NH4+で、あったり

逆に B-l，B-2では、 BOD-MLSS負荷が O.lkgokg-'・日lおよび SRTが 14日と硝化

促進運転が行われ均)、大部分が N03ーであったりここで流入下水中および処理水

中の T-N濃度は、 A-lで 37.5と 32.5mg0 r'、A-2で 29.6と 28mgol-'であり、流入

下水と処理水の濃度に大きな差はみられなかったりしかし B-lで 32.2と 11.4mg0 

r'、B-2で 20.6と 9.3mgor'であり、流入下水に対して処理水の濃度が大きく減少

する傾向にあった。 一般的な活性汚泥法では流入下水中の T-Nの 300/0程度が最

初沈殿池汚泥および余剰汚泥として除去され 印)、次に処理水中の N03-の一部は

返送汚泥としてエアレーションプロセスに持ち込まれ、溶存酸素濃度 (DO)が低

いエアレーションタンク入口付近において返送汚泥量に応じて脱窒除去されるり

このプロセスを考慮すると、 A-l，A-2では、処理水中の T-Nの大部分が NH/で、

あり、汚泥返送に伴う窒素除去が期待できないこと、最初沈殿池に返流される汚

泥処理プロセスからの T-Nの返流負荷により最初沈殿池での除去分が相殺され

るためと考えられた。

一方、 B-l，B-2では、処理水の T-Nの大部分が N03-であることから、汚泥返

送に伴う脱窒および BOD-MLSS負荷が比較的低いことから内生脱窒により T-N

が減少したものと考えられた日)。ところで、窒素除去を目的としている B-l(A20) 

は、処理水の T-N濃度が 5.9mgor1 であり、流入下水に対して窒素除去率が 82%

と非常に良好な処理結果が得られた。反応タンクの流入、流出における T-N除

去率は 73%であったn また、全体の除去率から見ると全体の T-N除去率 82%の

うち反応タンクにおける除去率の占める割合は 50%であったりさらに、脱窒が

進行する無酸素槽出口における N03'・N は平均で 0.2mgor1
で N02・も認められず、

処理水の大部分が N03-で、あることから、 B-l(A20)においては、非常にスムーズ

に硝化・脱窒が進行していたものと考えられた口

3-3-2 CH.の処理工程からの放出特性

ここ ではまず、我が国で最も一般的な活性汚泥法で、処理を行っていた A-l，A-2， 

8-1， B-2について比較検討を行う 。
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各処理工程からの CH4の放出量を流入下水 1m
3
当たりで Table3-4に示したのい

ずれの測定においても、エアレーションタンクおよび汚泥濃縮槽からの放出量が

卓越しており、全体の放出の 90%以上を占めたりまた、最終沈殿池からの放出

量は、 A-l，A・2，B-1， B-2で、それぞれ、 0.6，0.7， 0.01， 0.01 mg" m-
3
と非常に

小さく、全体としては無視できる量であったり高濃度の有機物を長時間にわたり

滞留する汚泥濃縮タンクでは、嫌気状態が生じやすく、 CH4放出量が大きくなる

と考えられが、本来好気的条件に保たれるエアレーションタンクについてはタン

ク内での生成は考えにくい。おそらく、流入下水および汚泥処理プロセスから最-

初沈殿池に戻される汚泥返流水に溶存する CH4と最初沈殿池で発生・溶存する

CH4がともにエアレーションタンクに流入し、エアレーションにより再度、放出

されるためと考えられた。 Fig.3-4に、 A-1におけるエアレーションタンク内での

溶存 CH4の挙動を示す。 CH4はエアレーションの進行に伴し1減少し、エアレーシ

ョンタンク内での減少量から計算された CH4放出量は 4.3kg・日 -¥エアレーショ

ン空気中の CH4濃度とエアレーション空気量から計算された CH4放出量は 4.0kg・

日!となり、お互いにほぼ一致した。この傾向は、すべての処理の測定において

認められたの最も大きな放出量となった B-2における流入下水、エアレーション

タンク流入水および処理水の溶存 CH4濃度の経時変化を Fig.3-5に示す。流入

水中の溶存濃度は、 170-280μg"r
1
程度の経時変化を示すが、最初沈殿池での沈

殿工程を経ることにより 570-1、500μg"r
1
と流入下水中の溶存濃度に比べ、溶存

濃度は約 5倍に増加した。このエアレーションタンク流入時に溶存濃度が増加す

る傾向、つまり最初沈殿池での溶存濃度の増加はすべての測定において認められ

た。

A-l， A-2における水温は 13および 24
0

Cであったが、流入下水中の溶存 CH4

濃度はそれぞれ 40-170，40・150μg"r
1 と明確な差が認められなかった。しかし、

エアレーションタンクからの放出量を決定するエアレーションタンク流入水濃度

は、それぞれ、 100-180，180・350μg"r
1、汚泥濃縮槽からの放出量は、それぞれ、 48，

441mg"m・3と明確な差が認められた。同様に、 B-1，B-2における水温は 20および 24

℃であり、流入下水中の溶存 CH4濃度は 110-350および 170-280μg"r
1 と明確な

ι

は認められなかったが、エアレーションタンク流入水の溶存濃度は 170-500お

よび 570-1、500μg.r¥ 汚泥濃縮槽からの放出量は 194および 272mg"m-
3 と水温の
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Table 3-4 Release amonts ofmethane per 1m
3 
ofwastewater influent 

Release amounts of CH4(mg. m・3wastewaterinfluent) 

Primary Aeration tank Final Thickener 

sedimentation tank sedimentation tank 

A-1 16 145 0.6 48 

A-2 51 328 0.7 441 

B-1 8 253 0.01 194 

B-2 1.5 815 0.01 272 
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違いによる明確な差が認めらたり

3-3-3 N20の処理工程からの放出特性

ここではまず、 CH4の場合と同様に A-1，A-2， B-l， B-2について比較検討を

行フ口

各処理工程からの N20の放出量を流入下水 1m3当たりで Table 3.・5に示したH

A-2， B-1， B-2のエアレーショ ンタンクからの放出量は、それぞれ、1.2，17.9， 20.3mg 

-mJであり、し、ずれの場合も全体の放出量の 95%以上を占めたりまた、硝化促進

運転が行われていた B-1，B之ではエアレーションタンクからの放出量が硝化の

進行していない A-2に比較し卓越し、活性汚泥法による下水処理から放出される

N20 はエアレーションプロセスにおける硝化反応に起因することが明らかとなっ

た。汚泥濃縮槽からの放出量についても、 B-1とB-2では 0.56，1.2mg 0 m-3と A-2

の 0.02mgom-3に比較し、大きな放出量を示したりこれは、 B-1，B-2で引き抜き

余剰汚泥中の N03・が嫌気的雰囲気に成りやすい汚泥濃縮槽において脱窒される

過程で N20が生成し、放出されることに起因したと考えられた。

A-2および B-1における NH4+、N02-、N03-、溶存 N20、エアレーション空気中

の N20濃度の変化を Fig.3-6，7に示した。し吋主れの処理場もエアレーションタン

ク内は近似的に押し出し流れの状態であり、流下方向への距離は反応の時間的経

過を示すの A-2では、硝化がほとんど進行せずに後半部分で、ごく僅かに NH4+濃度

の減少が認められ、それに伴って混合液中およびエアレーション空気中に微量の

N20の存在が認められた。一方、 B-lでは、時間の経過とともに NH4+濃度が減少

し、 N03濃度が増加し、最終的には硝化がほぼ完全に進行している。混合液中の

N20濃度は、プロセスの進行に伴って一旦増加し、その後減少し再度増加する傾

向を示し、エアレーション空気中の N20濃度は混合液中の N20濃度とほぼ同様

な傾向を示した エアレーションタンク前段での放出は、返送汚泥中に含まれる

N20のエアレーションによる追い出し、および汚泥返送により持ち込まれる N03ー

のDOが低くなるエアレーションタンク入口付近での脱窒に起因するものと考え

られ、後半の放出は NH4+および N03・濃度の変化から明らかなように硝化に起因

するものと考えられたの

Fig.3・8、9に B-l，B-2における N20放出量の経時変化をを示すn B-lでは 22:00
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Table 3・5Release amonts of nitrous oxide per 1 m
3 
of wastewater influent 

Release amounts ofN20(mg' m-
3
waste¥vater influent) 

Primary Aeration tank Final Thickener 

sedimentation tank sedimentation tank 

A-2 0 1.2 0.01 0.02 
B-1 

B-2 

唱
E
E
A

旬

E
E
A

ハu
n
u

ハU

ハU

17.9 

20.3 
0.02 
0.02 

0.56 

1.2 
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"-' 1:00に、 B-2では 13: 00 ~ 1 9: 00に約 20goh(1および 14goh(1を示すピークを持

つ日変化を示したn 次に、 B-l，B-2における N20生成量と N03生成量の関係を

Fig.3-1 0，11に示したn ここで N03-生成量とは、エアレーションタンクへの流入氷

藍と処理水の N03-濃度の積であり、 N03-の放流量を示す口また、 B-1，B-2では、

プロセスでの硝化反応がほぼ 1000/0進行しているために、 N03・生成量は汚泥返送

による窒素除去を考慮する必要があるが、定性的には NH4+負荷量と考えること

ができるの

ところで、エアレーションタンクからの N20の放出は、脱窒、硝化両方に起

因すると考えられるが、既往研究によれば、脱窒による N2ρO生成量の増加は水

素供与体として必必、要な有機物の不足およびび、 DOの存在に影響されることが明らか

にされている 3-1川川lω爪州0仏，

とされており〉引川l日川3羽)ヘ、 B-lし， B-之2でで、iは士エアレ一シヨングンク流入時において、それぞ

れ 25，40mg・mg-1NOドN と十分に確保されているものの、エアレーションによる

連続的な DOの供給により N20が発生しやすい条件にあるものと予想される。 一

方、硝化による N20生成量の増大は、 SRTおよび DOの不足および pHの低下に

影響されることが明らかにされており川15)、亜硝酸型硝化が進行する操作条件と

一致するのさらに、下水処理に一般的なアンモニア酸化細菌である Nitrosomona‘V

属は亜硝酸還元酵素を持つことが知られており子lo)、このような条件下でで、 NOα を

N2ρo ./へ¥還元する 子引M川lげ川叩7ス引川7，18，1川λ川l問爪川R民町叩川，1川l門川q勺ヘ)

は、通常の活性汚泥処理の場合の溶存酸素濃度(り3mg-r川lツ)でで、も、硝化に伴う N20

の生成は N02・の還元の寄与が大きく、 N02が蓄積する条件で生成量が増大するこ

とが報告されている日ヘまた、亜硝酸酸化細菌による N02ーから N03ーへの酸化反

応は、 N03・の蓄積により阻害されるとともに、 pH6以下では反応が停止するだけ

ではなく、 N03ーから N02・への還元反応が起きる 3-lo，21)りここで、アンモニア酸化細

菌による NH4+からの N02ーへの酸化反応は、 pH5.5程度でも大きな影響を受けない

ので、アンモニア酸化細菌と亜硝酸酸化細菌が共存する通常の系においても pH6

以下では N02ーが蓄積すると考えられている。

本研究ではエアレーションタンクに N02・の蓄積は認められず、処理水の pHは

いずれも 6.5-7.0であったのまた、処理水質からみると N03-濃度は一 日を通しで

ほぼ一定しており、生成量は主 として流入水量に影響されていたn したがって
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Fig.3 -10，11に示した N03・生成量と N20生成量の関係は活性汚泥の内部の極めて微

視的な部分の硝化速度の増加に伴う DOの減少および pHの低下、または N03'濃

度の増加による N02・の酸化抑制の結果として現れていると考えられた。そして、

これは、既往研究に示された N20生成が促進される条件を満たしている範囲に

あるためと考えられたの

3-3-4 活性汚泥法と生物学的窒素リン除去法とのCH.、N20の放出特性の比較解析

ここでは活性汚泥法および A20法で並行して処理を行っていた B-1および B-1

(A20) の測定結果から 2つの処理法について比較解析を行った。

3-3-4-1 CH.の放出に関する比較

Fig.3-12に最初沈殿池、エアレーションタンクおよび反応タンク、最終沈殿池

からの CH4放出量を流入下水 1m
3
当たりの放出量で示した。また、処理水中に溶

存する CH4濃度も潜在的な放出量として示した。ことで、最初初沈池からの越

流水は、越流後、適宜エアレーションタンクおよび反応タンクに分配されるため、

最初沈殿池からの放出量は B-1、B-1 (A20) とも同ーとした。 B-1(A20) の嫌気

槽、無酸素槽からの放出量はそれぞれ 0.5，0.2mgom・3と好気槽の 85.3mgom'3と比

べ無視できる放出量であり、 Fig.3-12では反応タンクとして示した。 B-l、B-1(A20) 

とも最初沈殿池、最終沈殿池からの放出量および処理水の溶存濃度に比べ、反応

タンクからの放出量がそれぞれ 253，86mgom.
3と卓越していた。しかし、嫌気工

程を含む B・1(A20) からの放出量が、好気工程のみの B・1の 1/3程度となった。

3-3-2でエアレーションタンクからの CH4の放出量は、エアレーションタンク

流入水中に溶存する CH4濃度に依存することを示した。 Fig.3-13にB申 1(A20)にお

ける嫌気槽、好気槽流入水中および処理水中に溶存する CH4濃度の時間変化を

iKi仁ここで嫌気槽へ流入する溶存 CH4濃度は最初沈殿池越流水が同じため、 B-1

のエアレーションタンクへ流入する濃度と同じである。好気槽流入水中の CH4

濃度は 25・52mg・mJと、嫌気槽流入水の CH4濃度 193-359Ing 0 m・1こ比べ非常に低

い濃度であったりまた、処理水中の濃度は 1・2mgom・3と、好気槽に流入した溶存 CH4

がエアレーションによりほぼ完全に大気中へ放出されていることが分ったのここ

で B・1(A20) では、好気槽の終端から無酸素槽へ循環を行うため、循環水によ
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り、無酸素槽に続く好気槽の流入水中の CH4濃度が、見かけ上希釈され、濃度

が低くなったものと考えらたn そこで、Fig.3-13に示した CH4濃度、返送汚泥中

の CH4濃度、循環水量、返送汚泥量および流入水量から、 Fig.3・14に溶存 CH4の

エアレーションプロセスへの流入量の経時変化を流入下水量あたりで示したの好

気槽への流入量は 58・112mgom-3と嫌気槽への流入量の 198-362mg0 m.3と比較しほ

ぼ 1/3程度となった口ここで Fig.3-12に示したように嫌気槽および無酸素槽から

の CH4放出は無視できる程度である事を考えると、 B-l(A2U)では最初沈殿池流

出水中に溶存していた CH4が嫌気槽と無酸素槽において消失したと考えられた日

無酸素槽では生物学的脱窒反応が進行し、この際、下水処理で一般的な従属栄養

性脱窒は水素供与体として有機性炭素を消費する。しかし、 C1もあるいは一酸化

炭素も利用されるとの報告もあり川、今回の測定結果から、 B-1(A2U)では最初

沈殿池越流水に溶存していた CH4が無酸素槽において水素供与体として消費さ

れ、好気槽への流入量が減少し、 B-1に比べ反応タンクからの放出量が減少した

と考えられた。なお、 Fig.3-14に示した濃い塗りつぶしの部分が無酸素槽の脱窒

反応に伴って消費されたと推定される CH4量を示しているの

3-3-4-2 N20の放出に関する比較

Fig.3-15に最初沈殿池、エアレーションタンクおよび反応タンク、最終沈殿池

からの N2U放出量を流入下水 1m
3当たりで示したn また、処理水中に溶存する N2U

濃度も潜在的な放出量として示した。 B-1、B-1 (A2U) ともに最初沈殿池からの

放出は認められなかった。また、 B-1 (A2u) において、嫌気槽および無酸素槽ー

から N2Uの放出が認められず、好気槽からのみの放出となった。 N2Uも CH4と

同様に B-1(A2u)からの放出量が 2.2mgom-3とB-1の 17.9mgom.
3
に比べ少なく、 118

程度となったりまた、 N2Uの水への溶解度は CH4の 20倍程度であり叩)、処理水

中の残存割合も、処理水中の溶存濃度を含めた反応タンクからの全放出量に対し

てB-lで 25%、B-1 (A2U) で 33%となったn

Fig.3-16に B-l、B-l (A2U) のエアレーションタンクおよび反応タンクからの

放出量の経時変化を流入水量あたりで示すo B-1、B-l (A2U) ともに1:00付近に

ピークを示す日変化を示したのFig. 3・17に、 Fig. 3・10に示した B-lにおける N2U

生成量と NU3-生成量の関係に B-I (A2U) の結果を加えて示したり B-l (A2U) で
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は嫌気槽への汚泥返送と硝化液の循環により N03- が除去されるため、返送ある

いは循環された N03- ~:士 1000/0脱窒除去されるとして、除去量を返送汚泥量、消化

液循環量から求め、処理水中の N03-濃度と流入水量から求められる生成量に加

えたり

また、 N20は嫌気条件下あるいは無酸素条件下で N2に還元される日4)。 したが

って B-1 (A20) では返送汚泥が嫌気槽に、硝化循環液が無酸素槽に流入するた

め、流入した N20 がすべて N2に還元すると仮定し、生成量に加えたり B-1の場

合は N03-生成量の増加に伴って N20 生成量が急激に増加するのに対して、 B-l

(A20) では明確な関係が認められなかった。

Fig.3-10に示した B-1での現象は、活性汚泥内部の極めて微視的な部分での速

度の増加による DOの減少と pHの低下に起因すると推察した。 B-1 (A20) では

硝化液の循環により N03が除去されることにより N03・の蓄積が抑制され、 N02・か

らN03-への酸化が促進し、 N20の放出が抑制されたと考えられた口

A20法では、無酸素槽でで、不十分な脱窒が起き、 N03が残存する場合に N20放出

量が増大すると報告されている 3-2山2ηへ5
流出水中に NOαのカがミ認認、められなかつたことから、脱窒が非常にスムーズに進行し

ていたと予想されたの

3-3-5 水処理プロセスからのCH.、N20の年開放出量

活性汚泥法として標準法に着目して、 Table3-4，5に示した流入下水量当たりの

CH4， N20放出量を原単位として、我が国の下水処理場からの CH4，N20の年開

放出量を計算した。下水道統計 1<))によると 1995年度の下水道普及率は 54%であ

り、 2次処理された下水の総量は1.04X 10lom
3 であった。 したがって 1995年度

の我が国の下水処理場からの放出量は本研究結果を単純平均して求めると、 CH4

が6.7X 10<)gおよび N20が 2.5X 10Rgと推計されたのここで、 N20放出量は硝化

の程度に大きく影響されると考えられるが、今後は下水処理において、 NH4+の排

出が規制強化され、 B処理場のように十分に余裕のもった硝化促進運転により硝

化がすべて進行されるものとして計算したり

3-4 まとめ
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本章では我が国で一般的な活性汚泥法で処理を行う下水処理場からの CH4、N20

の放出量と放出特性を硝化促進運転の有無を考慮、した 2カ所の処理場で、それぞ

れ温暖期と寒冷期について調査・研究を行った。更に今後、富栄養化の原因物質

である窒素 ・リ ン除去法として採用が増加すると考えられる、好気処理と嫌気処

理を組み合わせた、 A20法における CH4、N20の放出量と放出特性を好気単独処

理である活性汚泥法と比較し、解析を行ったが、得られた成果は以下にまとめる

とおりであるの

1)活性汚泥法で処理を行う下水処理場における調査解析結果

(1) CH4はエアレーションタンクおよび汚泥濃縮槽からの放出が卓越していたの

前者は流入下水中に含まれる CH4に汚泥沈殿部分等が嫌気になりやすい最

初沈殿池で生成される CH4と汚泥返流水に含まれる CH4が加わり、エアレ

ーションタンクに流入し、エアレーションにより追い出されることに起因

しており、後者は長時間高濃度の有機物を貯留することに起因すると考え

られた。

(2) CH4の放出量は水温の影響を受け、 A処理場では 13
0

Cに比べ 24()Cが 3.9倍

に、 B処理場では 20
0

Cに比べ 24
0

Cが 5.2倍となった。

(3) N20 はエアレーションタンクからの放出が卓越しており、その放出量はプ

ロセスの硝化の有無に大きく依存していた。エアレーションタンク内の

NH人 N03-、N20 各濃度の挙動から、硝化が進行している場合、その放出は

返送汚泥中の N20のタンク内への持ち込み、汚泥返送により持ち込まれる

N03・のエアレーションタンク前段での脱窒およびタンク内の硝化反応に起

因すると考えられたの

(4) N20の放出量はエアレーションプロセスでの N03・生成量に対して比例的に

増加する傾向が見られた。

(5)今回の調査結果をもとに、我が国の下水処理場からの 1年間の CH4、N20

放出量は、 1995年度でそれぞれ 6.7X 10
Q

gおよび 2.5X 10Rgと推定されたn

2)活性汚泥法と A20法の比較解析結果

(1) A20法における CH4、N20 の水処理プロセスからの放出は活性汚泥法と同

様にエア レーシ ョンを行 う好気槽からの放出が卓越していたn
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(2) A20法からの CH4の放出量は活性汚泥法からの放出量の約1/3程度となっ

た。これは A20法では、最初沈殿池の越流水が反応タンクに流入し、嫌気

槽および無酸素槽を通過する聞に溶存する CH4濃度が減少したことに起因

しており、無酸素槽で進行する脱窒反応の水素供与体として消費されたと

推測された日

(3) A20法からの N20の放出量は、活性汚泥法からの放出量の約1/8程度とな

った。活性汚泥法においては N20生成量が N03-生成量に比例して増加する

のに対して、 A20法では明確な増加が認められず、硝化反応における N03-

の蓄積の程度が N20生成量に大きな影響を与えると考えられた。



第4章 水処理プロセスの生物学的嫌気好気活性汚泥法におけるN20の

放出特性と制御のための操作条件の解析

4-1 はじめに

第 3章では一般的な活性汚泥法で処理を行う下水処理場の水処理プロセスから

の CH4、N20 の放出量と放出特性を現場調査をもとに検討したのCH4の放出はエ

アレーションタンクで卓越していたが、活性汚泥法は好気処理のため、 CH4はエ

アレーションタンクでの反応で生成、放出されるので、はなく、流入下水に溶存し

ていた CH4に嫌気になりやすい最初沈殿池で生成した CH4が加わり、エアレー

ションにより追い出され、放出されることが明らかになった。特に放出量に対す

る最初沈殿池の影響が大きなことが示されたのA20法のような、嫌気と好気処理

の組み合わせにより削減の可能性も同時に示された。一一方 N20はエアレーショ

ンタンクでの硝化・脱窒反応に起因して生成、放出されることが明らかになった口

今回の調査では硝化が進行していない事例とほぼ 100%，進行した事例について示

した。また、 A20法と活性汚泥法の比較では嫌気処理と好気処理の組み合わせが、

富栄養化抑制型で、かっ温室効果ガス放出抑制型の処理プロセスになる可能性を示

した。 しかし、今後水域の富栄養化対策として重要なとれらのプロセスは硝化・

脱窒反応の組み合わせで窒素除去を行うため、処理条件によっては N20の生成、

放出の増大が懸念される。しかし、運転操作条件と N20の生成、放出に関する

十分な知見が得られておらず、その知見集積は重要で、ある。

本章では、基本的な硝化・脱窒プロセスである AO法について、運転操作条件

として重要な汚泥滞留時間 (SRT) の硝化・脱窒の各反応とそれに伴う N20放出

に及ぼす影響、硝化液の循環により好気槽から嫌気槽へ持ち込まれる DOの脱窒

とN20放出に及ぼす影響について検討したり
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4-2 実験方法

4・2-1 実験装置

Fig.4-1 に実験装置を示すの本装置は段階的な生物反応の進行に基づいて解析

するために、槽容積 81の脱窒槽 2槽(排水の流入側から嫌気 lおよび 2槽とす

る)、および硝化槽 4槽(同様に好気 1，2， 3および 4槽とする)から構成される。

実排水処理施設内に 2系設置し、供試排水には実排水処理施設の流入排水を用い

たの好気 4槽から硝化液を嫌気 l槽-に循環させ、沈殿槽iから嫌気 1槽へ汚泥を返

送したり好気 l槽に DO計、好気 4槽に DO計と pH計を設置し、 10分ごとに DO

濃度および pHを自動測定した。 SRTは、好気 4槽から余剰汚泥を引き抜き、制

御したのなお、実験条件により 2系の装置の運転方法は変更したが SRTおよび

DO値の設定の違いにより、実験条件ごとに Run1-Run 5としたの

4-2-2 実験条件

①N20放出に及ぼすSRTの影響

流入原水の性状は NH4+-Nが 25mg-r
1
前後、 NOトNおよび、 NOドNがほぼ Omg-r1

、

T-Nが 30-40mg-r
1、PO/-pおよび T-Pはそれぞれほぼ 3および 6mg-r1であったn

また DOC、BOD、CODはそれぞれ 30-40mg-r
1
、100-180mg-r

1
、70-120mg-r

1
であ

った。装置の基本的な運転操作条件を、水理学的滞留時間 (HRT) 8h、硝化液の

循環比1.0、汚泥返送率 50%とし、まず SRTを40日に設定して汚泥を馴養したの

実験開始 73日目から 205日目までの問、 SRTを 20日(Run1)と 10日(Run2)に制

御し、 SRTの影響を検討したの

②N20放出に及ぼす00の影響

実験開始 206日目以降、 2系の処理装置の SRTを20日に設定し、両系で好気 4

槽内の DO濃度を 1.0，2.0および 3.0mg-r
1に段階的に設定し(各段階ごとに Run3， 

4および 5とする)、嫌気槽へ持ち込まれる DO濃度の脱窒反応および N20放出

に及ぼす影響を検討したりDO濃度は DOコントローラーを介して、エアレーシ

ヨンのオン・オフで制御した。DO濃度が 4-6mg_1.
1の範囲は連続したエアレーシ

ヨンにより DO濃度が 4mg-r1以上確保されていた Run の測定値を用いたりな
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Fig.4・1Scheme of the experimental apparatus for biological anoxic-oxic activated sludge process 



お、 Table4・1に、これまでの実験条件をまとめて示すり

4-2-3 試料の採取方法および分析方法

試料の採取及び分析方法は第 3章と同様であるが、試料の採取は嫌気、好気の

各槽で行ったり

4-3 結果および考察

4-3-1 SRT変動条件下における窒素除去特性およびN20放出特性

水質等が安定した実験開始 73 日目から 136 日目までの測定値から窒素除去特

性を解析評価した()Run 1、Run 2ともに嫌気槽内で N03--Nおよび T-N濃度が減

少し、好気槽内では NH4+-N濃度が減少、 NOドN濃度が増大したo Run 1 (SRT20 

日)における窒素除去率および硝化率は平均、48%および 90%であり、Run2 (SRT10 

日)では 460;6および 87%であった。両系とも高い硝化率を示し、窒素除去率は

理論値の 50%がほぼ達成された。 SRT20日の系が窒素除去率、硝化率ともに若干

高い傾向にあったが、大きな差は認められなかったり

Run 2における 73 日目の各槽からの N20放出速度と溶存 N20 濃度の変化を

Fig. 4-2に示す。また、各槽における窒素に関する水質変化を Fig.4-3~こ示す。 嫌

気 l槽から嫌気 2槽に移行する過程で NOドN および T-N'は、それぞれ 0.90およ

び 1.36mg0 r
1
減少したの これに対し嫌気 l槽から嫌気 2槽で溶存 N20濃度は

O.14mgor' 増加し、嫌気 2槽の N20放出速度は 0.022mg0 h"であったの

一方、好気 1槽から好気 2槽に移行する過程で、 NH4+-Nは 4.28mgor'減少し、

NOトN は 4.35mgor'増加した。これに対し好気 l槽から好気 2槽で溶存 N20濃度

は0.412 mgor'増加し、好気 2槽の N20放出速度は 0.119mg0 h-1であった。これら

のことから、嫌気槽における脱窒反応および好気槽における硝化反応のし 1ずれの

過程でも N20が放出する可能性があることが明らかであり、好気槽からの N20

放出速度は嫌気槽の約 4.5倍となったことから、好気槽での硝化反応に伴う N20

制御が抑制対策上重要重要であることが示唆されたり

Fig.4-4に SRTを 10日と 20日に設定した Run 1、Run 2の嫌気槽および好気槽

からの N20 放出速度の経日変化を示すりなお、この放出速度は、嫌気槽全体、
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Table 4・1Experimental condition 

SRT (days) DO (Ing L-1)* 

20 10 1.0 2.0 3.0 

Run 2 3 4 5 

* SR1、;20days 
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Fig.4・2N20 emission rate into the atmosphere and dissolved 

N20 concentration at run 2 
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好気槽全体それぞれからの速度である o SRTの設定を変えた後、 1週間程度は N20

放出速度にほとんど差はみられなかった。しかし、 94日目より Run 2の放出速

度が増大し始め、特に 100日目以降、 Run 1との差が顕著となったりFig.4-5に各

系の嫌気槽および好気槽における平均の放出速度を示すの嫌気槽からの放出速度

は、 Run1が 0.087mg0 h-'、Run2が 0.099mg0 h-'となり、ほとんど差が認められな

かった。 SRTが短い場合に脱窒反応時の N20放出量が増大することが知られて

いるが 4-'，2)、10日程度の SRTが確保されれば、 N20放出に大きな影響はないと考

えられる。これに対し、好気槽では Run1が 0.307mgoh-¥Run 2が 0.658mgoh-'と、

SRT 10日が SRT20日の 2倍以上の放出となった。

また、混合液中の溶存 N20量は Fig.4-6に示すとおりであるが、嫌気槽では、 Run

lが 13.81mg、Run2が 13.66mgとほとんど差が認められなかった。これに対し、

好気槽では Run1が 21.40mg、Run2が 31.05mgとなり、 SRT10日が SRT20日の

約1.5倍となった。

129日目の各系の各槽での、 N20放出速度、 N03-N濃度、 NH4羽濃度の変化を

Fig.4・7に示す。Run 1では好気 lおよび 2槽までで、 N仏-N濃度が嫌気 2槽に比

べ、約 8mgo}"'増加し、硝化反応が 90%以上が進行していた。これに対し Run 2 

では好気 2槽までの N03-N濃度は、 5mg0 r'程度の増加にとどまり、硝化反応が

60%程度しか進行せず、硝化反応律速が観察された。これらのことは、硝化反応

の反応速度の大きさが、 N20放出速度の大小を支配する要因となっていることを

示しているのなお、 NH4+→ヒドロキシルアミンσ剖 20H)→ N02・→ N03・と進行する

硝化反応では、生じた NH20HはNffiOH酸化還元酵素の働きにより、中間体であ

る阻ぜ0を経て N02・へと酸化される ι九このような代謝系において、環境条件に

よっては NH20H→ HNO→ N20の反応の進行が考えられるが、硝化反応が抑制

されている場合に N20の放出量が増大したということは、硝化反応の律速条件

下では NffiOH→ N20の反応への代謝が強まったことを意味しているのこれらの

ことから、同一窒素負荷条件のもとで SRTが短く11LSS濃度が低い時は、硝化

反応に関与する単位ノくイオマスあたりの窒素負荷が高まり、硝化反応が阻害され、

N20生成反応代謝経路へ移行するが、 SRTを長く h任 SS濃度を高く保持すること

により、硝化反応に対する単位ノミイオマスあたりの窒素負荷が低減されて硝化律

速が解除され、N20放出の抑制が可能である ことが示唆された。
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Fig.4-8に硝化率と N20放出速度の関係を、 Fig.4-9に;硝化率と好気槽全体の溶

存N20量の関係を Run 1， 2についてそれぞれ示したりこれらの結果は、硝化律

速が解除されて硝化率が高くなるほど、 N20放出速度および溶存 N20量が減少す

るという考えを裏づけるものである。以上のことから、 SRTを長く設定して硝

化率を高く維持し、かつ適正な脱窒反応と連動させることにより、 N20放出を抑

制できる可能性が示されたり

4-3-2 00変動条件下における窒素除去特性およびN20放出特性

生物学的硝化脱窒反応において DOは、硝化反応の促進に、また脱窒反応の抑

制に作用し、それぞれの反応が阻害されるような条件下において N20放出量が

増大することが知られている 4-4 ~ 九ここでは嫌気槽での窒素除去と N20 放出量

に対する、好気槽から持ち込まれる DOの影響を明らかにするために、 Table4-1

に示した実験条件で、検討を行ったの

好気槽全体を通しての硝化率は Run 1で 98%、Run5で 97%と、ほぼ 100%で

あったりこの時、好気 1槽までの硝化率は、 Run1で 90%、Run5で 760/0であり、 DO

濃度が約 6mgor1の Run においては好気 l槽までで硝化反応のほとんどが進行

していることが明らかになった。とれは、 Run 1の DO設定値が高いために硝化

活性が高くなったことを意味しているの窒素除去率は、 Run1で41%、Run5で 53

%であったの Run 1において、除去率が低いが、通常排水処理における脱窒細菌

は通性嫌気性細菌であるため、循環液中の DO濃度が高し、場合には、 N03・等の結

合酸素より 02分子を優先的に利用するためと考えられたn

Fig.4・・10に循環液中の DO濃度と嫌気 l槽からの N20放出速度の関係について

不すり DOを 1.0mgor1
に設定した Run 3では硝化率は 850/0以上であり、 DOの低

下による硝化反応への顕著な影響は認められなかった口

DO濃度が 6mg0 r1程度と高い場合、放出速度は約 0.10mg-N20・h-1
に達し、 DO

濃度が 2mgor1
以下の場合の放出速度は 0.02mg四 N20・h-1 以下となった。これは、

脱窒反応の進行に際して N20還元酵素は 02に対して不安定なため 州、硝化液の

循環による DO持ち込み量が大きいとき N20還元の阻害が起こり、反応が N20

でとまるものと考えられた口以上のことより循環液による DOの持ち込みの抑制

が、嫌気槽における N20放出の抑制を行う上で極めて重要な操作因子となるこ
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とが明らかとなった。

4-3-3 水処理プロセスにおけるCH.、N20対策と富栄養化対策両面からの評価

実処理場で、の実態調査から CH4はエアレーションタンクおよび汚泥濃縮槽か

らの放出が卓越することを示したの前者は流入下水中に含まれる CH4に汚泥沈

殿部分等が嫌気になりやすい最初沈殿池で生成される CH4と汚泥処理プロセス

からの返流水に含まれる CH4が加わり、エアレーションタンクに流入し、エア

レーションにより追い出されることに起因すると考えられた。また、後者は長時

間高濃度の有機物を貯留することに起因していると考えられた。これらの結果か

ら、エアレーションタンクからの放出の制御は最初沈殿池での汚泥引き抜き回数

を上げ、滞留時間を短くするすることにより可能で、あると考えられる。また、汚

泥濃縮槽からの放出の制御にも濃縮槽での滞留時間の短縮が効果的であると考え

られる。しかし、濃縮プロセスに続く、汚泥処理プロセスの効率化から、濃縮汚

泥の固形物濃度の確保は必須で、あり、濃縮時間の短縮は固形物濃度の減少を招き、

現実的には困難で、ある O ここで一般的な重力濃縮は、下水中に含まれる排植物等

の固形分を主とする初沈汚泥と活性汚泥を主とする余剰汚泥を混合して行われ

る。前者が濃縮性は良く、分解性が高いのに対し、後者は濃縮性が悪く、分解性

が低いという特徴を有しているのしたがって混合濃縮時には濃縮操作の後半に初

沈汚泥の分解にともなうガス発生により、汚泥浮上の現象が見られ、汚泥の重力

濃縮における濃縮性悪化の一因となっている O これらの対策として、初沈汚泥と

余剰汚泥を別々に重力濃縮する方法が提案されている付)。回分実験によると、

水温 25Ocの条件で初沈汚泥は 4時間程度で濃縮平衡に達するのに対して、余剰

汚泥の場合は 12時間程度必要である。ガス発生は初沈汚泥の場合、濃縮開始か

ら3時間程度は C02が主として発生し、その後は CH4が増加する O 一方余剰汚

泥は最初の 6時間程度は脱窒による N2が主として発生し、その後 20時間程度は

ガス発生が認められないと報告されているの混合濃縮の一般的な濃縮時聞は 20-24

時間程度で、ある O したがって初沈汚泥と余剰汚泥を個別に濃縮し、それぞれの汚

泥の濃縮特性に合わせた滞留時間をとることにより、濃縮性の確保とともに CH4

の削減が図れるものと考えらられる。

さらに A20法と活性汚泥法の比較調査から、 CH4が無駿素槽で脱窒反応の水素
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供与体として消費され、放出量が削減する可能性が示されたり

一方、 N20 は水処理プロセス内の消化、脱窒反応に起因して生成、放出する こ

とを明らかにしてきたりまた、本章では硝化反応での .N20生成に対する SRTの

影響が大きいことが示された。富栄養化対策手法である AO、A20 法のように硝

化の促進が前提である処理法では硝化細菌の系内保持は必須であり、 SRTは重

要な運転制御因子であるの この場合、硝化が起きる好気槽のみの固形物滞留時間

である A-SRTが用いられるのSRTとA-SRTの関係は次式で示される。

。XA=e x・tAlt ・・・・・・・・・・・・・(1)

ここで

e XA : A-SRT 

e x : SRT 

1:A好気タンク滞留時間

t 生物反応タンク滞留時間

であり、硝化細菌を系内に保持するには次式の関係が満足されなくてはならないり

e XA=1/ J.1 . . . . . . . .・・・・・・・ (2)

とこで

μ :硝化細菌の比増殖速度

であり、これを満足する、硝化に必要な eXAと水温 Tの関係は次式として示さ

れている 4.10)。

e XA=20.6e(ωo2汁)・・・・・・・・・ (3) 

ここで流入水の T-N濃度は一般的な 40mg.r'としている n

今回の実験の場合、 SRT10日は A-SRTで 6.6日、 SRT20日は 13.3日であったの

実験中の水温範囲 (24-26OC) では硝化を満足する A-SRTは(3)式より 5-6日であ

る口今回の結果では SRT 10、20日のし吋哀れの場合も消化率は 90%以上と良好で

あり、(3)式の結果を支持している。また、それぞれの N20放出量は流入下水 1m
3

あたり 125mgおよび 65mgであった。

既往の研究によると、不十分な硝化が進行し N02が蓄積される場合は流入

水 1m3
あたり 330・1，500mgという大きな放出量になることが知られている 州，12)り

不十分な硝化が進行する原因としては、 A-SRTの確保が不十分であることが考

えられるのA-SRTの大小は硝化細菌の多少と考えることができ、A-SRTが非常
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に不十分な場合はアンモニア酸化細菌に比べ、 pH等の環境条件の影響を受けや

すい亜硝酸酸化細菌の増殖が影響され、 N02が蓄積され易くなり、これまで示し

たN20の生成条件を満たしやすくなるものと考えられる。今回の SRT 10日、 20

日v吋主れの場合も硝化を満足する A-SRTが確保されてはいるが SRT 10日では

A-SRTは計算上確保されてはいるものの、余裕がないことも原因し、硝化細菌

あたりの負荷量の差により N20放出量にも違いが認められたと考えられたのこ

れは Fig. 3-9 ---12に示した B・1、B-2における N20放出量が経時変化を示し、そ

れらが硝化量の増減に起因している結果からも推測される O

また、活性汚泥法と A20法との比較において、 N20放出量が A20法で1/8程度

となり、 Fig.3-17に示したように、 B-1、B・2で認められた硝化量と放出量の関係

が認められないことから、連続的に進行する脱窒反応により N03が除去され、 N02-

から N03・への反応がよりスムーズに進行し、 N20の生成が抑制されたものと推察

したのなお、 B・1、B-1 (A20)、B-2における A-SRTはそれぞれ 14、10、14日で

あり、硝化に対して十分に確保されていた。

下水処理を含めた生活排水の活性汚泥処理に伴う N20放出量に関する既往研

究は非常に少ないが、団地排水の処理施設で、系列処理が行われていた硝化促進活

性汚泥法と間欠曝気活性汚泥法からの放出量を比較検討し、間欠曝気活性汚泥法

での放出量が1/20程度になることが報告されている 4-13)。また、畜産排水の活性

汚泥処理では、硝化促進運転から間欠曝気運転に切り換えることにより N20の

放出量が1/50になると報告されている 4-14)口同様に尿尿の無希釈硝化脱窒処理で、

も硝化、脱窒が不完全な場合は N20の放出が増大することが知られている ι15，lb，17)

以上のことから、水処理プロセスからの N20放出量は硝化に対して充分に余

裕持った A-SRT(SRT)を確保し、硝化細菌あたりの窒素負荷を低減することで削

減され、さらに適正な嫌気条件の組み込みにより削減が可能であることが示され

た。また、好気槽から嫌気槽への DOの持ち込みが大きくなると N20放出量が増

加することを示したが、下水道の運転管理指針では、 AO法の運転操作条件とし

て、脱窒のスムーズな進行のために好気槽末端の DO濃度を1.5mge}"1程度に制御

し、DOの持ち込みを抑制することが示されている 4-1R)。したがって、嫌気処理と

好気処理の組み合わせにおける効率的な生物学的窒素・リン除去と CH~ 、 N20 抑

制は、その運転操作条件において矛盾が無く、充分にリンクしうるものと考えら
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れたの

しかし、 A-SRTに充分な余裕があった SRT 20日の場合の N20放出量は 65mgo

ばであり、水温条件の同じであった第 3章で示した好気単独処理の B-2におけ

る 20.3mgom
3
より大きな放出量となり、負荷条件等の違いによる問者の硝化細菌

数の違いの影響等が考えられた。

4・4 まとめ

本研究では、循環式硝化脱窒法における窒素除去特性、 N20の放出特性および

放出抑制のための運転操作条件を解明することを目的とした解析・評価を行い、

得られた結果は以下のようにまとめられる O

(1)生物学的硝化脱窒プロセスで N20は硝化過程において多量に放出され、放出

量は脱窒過程に比較して約 4.5倍となった。

(2)硝化反応の進行に伴う好気槽からの N20放出量は、 SRT 10日では SRT 20日

の約 2倍に達したことから、 SRTを十分に長く保持することにより硝化反応

時の N20放出を抑制可能で、あること、すなわち、硝化率を高く維持すること

がN20放出を抑制するために重要であることがわかった。

(3)AO法は硝化液循環方式であるため、嫌気槽からの N20の放出は、好気槽の DO

濃度の影響を受け、 1-6mg0 r1
の範囲で、 DO濃度の上昇とともに比例的に増

加したの今回の実験条件では DO、2mgor1
でも充分な硝化率が得られたこと

から、好気槽の DOの適正制御により脱窒に伴う放出が抑制されることが示

されたn

(4)本研究および既往の活性汚泥法による下水処理を含む生活排水の処理プロセ

スからの CH4"N20放出に関する研究結果から、硝化が非常にスムーズに進

行する場合は N20の放出が抑制されること、さらに嫌気条件を適正に組み込

み、硝化、脱窒が効率的に機能する運転操作条件が確保された場合は、さら

に N20の放出が抑制されると同時に、閉鎖性水域の富栄養化原因物質として

の窒素、リンの効率的な除去が達成され、生活排水処理の分野における CH4、

N20削減対策と富栄養化対策がリンクしうるものと考えられたn
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第5章 下水汚泥焼却プロセスからのN20の放出特性と制御手法の解析

5-1 はじめに

第 3，4章では水処理プロセスにおいて一般的な活性汚泥法の処理による CH4、

N20の放出実態および、今後、水域の富栄養化対策として普及が考えられる嫌気

ど好気を組み合わせた処理法からの放出を活性汚泥法との比較において検討し、

操作条件との関係を明らかにしたのまた、これらの検討結果から水処理プロセス

での C品、 N20放出削減手法を明らかにした。

我が国では 1995年度に乾燥重量で 1，689X 10<lgの下水汚泥が発生しておりふ1)、

その発生量は下水道普及率の増加率にあわせて増大しているふヘ発生した下水

汚泥の 63%が焼却処理されており、我が国の下水汚泥処理にしめる焼却処理の

割合はヨーロッパ諸国の平均 11%およびアメリカ合衆国の 25%5-3)と比較しでも非

常に高い割合となっている o また、焼却処理されない下水汚泥の内、 20%が脱水

汚泥として埋め立て処分されている O しかし、我が国における埋め立て処分地の

慢性的な不足を考えると、下水汚泥処理における焼却処理の割合は今後さらに増

加していくと予想される n

一方、これまで下水汚泥焼却炉では、他の廃棄物焼却炉等に比較して、高濃度

のN20が測定されている叩)ことから、本章では下水汚泥焼却に伴う N20の放出

量を、焼却炉の種別および下水汚泥の脱水助剤の違いに注目して調査した。次に

この調査結果をもとに、我が国における下水汚泥焼却に伴う N20放出量を算出

し、将来の放出量を予測した。

なお、汚泥処理プロセスの内、嫌気性消化プロセスは CH4生産プロセスであ

るが、発生した CH4は消化タンクの加温等に利用され、余剰ガスは余剰ガス焼

却炉で焼却処分されるため、 CH4の環境への放出は、ほぼないと考えられる。我

が国では 1995年度に、濃縮汚泥容積ベースで発生汚泥の約 40%が嫌気性消化さ

れているが、生成する CH4の 30%が余剰ガスとして焼却処分されている口した

がって、余剰ガスを乾燥プロセス等へ有効利用することで、下水処理プロセス総

体としての GHGの削減、および汚泥のリサイクルの促進に繋がることから重要

と考えられる口
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5-2 実験方法

5-2-1 調査対象焼却炉

下水汚泥の焼却炉の種別は多段炉と流動床炉に大別され、近年では流動床炉の

採用が増加している。下水汚泥は脱水汚泥の状態、で焼却されるが、脱水の際に用

いられる凝集剤は、高分子凝集剤と、主として水酸化カルシウム (Ca(OH) 2) と

塩化第二鉄 (FeCb) を併用する石灰系凝集剤に大別される口最近では維持管理

の容易さから高分子凝集剤の使用が増加しているの以下、高分子凝集剤を用いて

脱水した汚泥を高分子系脱水汚泥、石灰系凝集剤で脱水した汚泥を石灰系脱水汚

泥とするの以上の点、を考慮、し、 11処理場の 14基の焼却炉について実態を調査し

た。調査を行った焼却炉について炉の種類と焼却されていた脱水汚泥の種類の関

係を Table5-1に示すの

5-2-2 試料の採取および分析方法

排ガスは炉の出口付近および排ガス処理の影響も検討するため、排ガス処理装

置通過後の煙突の出口付近で採取したの排ガス試料の採取、排ガス量の測定およ

び排ガス中の 02、CO、C02、NOx、および HCNの分析は JISの分析法に準じて

行った 54)o N20は ECD付きガスクロマトグラフィーで分析した。ここで N20分

析用の排ガス試料は、サンプリングバッグ(テドラーバック)で保存中に、排ガ

ス中に共存する H20、S02および NOがバックの内表面上で反応し、 N20が生成

されること印)を避けるために、 Mg2(CIO) 4 とソーダアスベストを通して、 ao

とS02を除去しながら採取した。採取方法を Fig.5-1に示すo N20の分析は第 3、4

章と同様であるが、排ガス中の N20濃度が高濃度の場合は検量線の直線範囲

(0・20ppmv)まで適選、希釈したの調査した焼却炉に投入されていた脱水汚泥の強

熱減量 (VS)、水分含量および窒素含量は下水試験法 5.<))に準じて求めた。

5-3 結果および考察

5-3-1 下水汚泥焼却炉からのN20の放出量および放出特性の解析

Table5-2に測定結果を示すの表に示した N20濃度は煙突の出口における濃度で
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Table 5-1 The relationship between the types of incinerators 

surveyed and the type of sludge cake incinerated in them 

Type of Type of sludge cake 

Incinerator Polymer Lime 

Multiple岨 hearth 3 3 

Fluidized-bed 6 2 
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ある()N20濃度は高分子系脱水汚泥の焼却の場合が 88-430ppmvと石灰系汚泥の

場合の 31-99ppmvと比べ高濃度を示したn また、高分子系脱水汚泥の場合は流動

床炉が多段炉に比べ高濃度を示す傾向にあった口N20変換率とは燃焼過程で、 N20

が空気中の窒素 (N2)から熱的生成されないものとして、炉に投入され、焼却され

た脱水汚泥中の窒素分の N20への変換割合を示したものである。排ガス中の N20

濃度と同様に高分子系脱水汚泥の焼却の場合が 5.9-18%と、石灰系汚泥の場合の

1.3-3.5%に比較して高い割合を示したn 特に流動床炉で高分子系脱水汚泥を焼却

した場合に 6.1-18%と高い割合を示す傾向にあった。Fig.5-2にN20とNOxの変換

率の関係を示すのここで NOxの変換率は N20の変換率と同様に求めた。高分子

系脱水汚泥を焼却している流動床炉の場合は、排ガス中の NOx濃度も 5ppmv以

下と非常に低く、その結果として NOxへの変換率も 0.1-0.5%と N20への変換率

に比べ非常に低い値となった。反対に石灰系脱水汚泥を焼却している流動床炉の

NOx濃度は、それぞれ 100，200ppmvと高く、変換率も 2.5，3.0%となり、 N20へ

の変換が NOxへの変換へトレードオフした結果となった。一般的な流動床炉に

おける下水汚泥の焼却温度は 800Oc付近であるの燃焼反応による N20生成に関

して研究が進んで、いる、石炭燃焼プロセスの既往研究では、 800ClC付近で揮発性

の強い N成分から気相均一反応で、 HCN、NCOを経て選択的に N20が生成され

ることが知られている川11)。また下水汚泥に含まれる窒素成分の大部分は、 800

℃付近の温度領域で揮発することが知られているふ12)。

この反応経路は酸化物質の存在により NCOから NOの生成が優勢になるとい

われている n 石炭の流動燃焼の場合、脱硫のために炉内に投入される酸化カノレシ

ウム (CaO)が酸化物質として作用し、 N20の生成が抑制され、反対に NOの生成

が促進されることが報告されている川)。石灰系汚泥の場合、 Ca(OH) 2 の平均的

な含有率は約 30%であり、これらが焼却過程で CaOに変化し、酸化物質として

作用したものと考えられた。高分子系汚泥を焼却した多段炉の場合、流動床炉に

比較し、 NOxへの変換率が1.3-1.9%と高くなったの炉の構造上、多段炉は流動床

炉に比べ焼却温度のコントローノレが難しく、固形物当たりの発熱量が高い高分

系脱水汚泥では、汚泥が実際に燃焼している部分で部分的な温度上昇が生じ、

Thermal NOxが生成され、見かけ上、 NOxへの変換率が高くなるものと考えられ

たの
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排ガス処理効率とは排ガス処理プロセスによる N20の除去率であり、排ガス

処理プロセスでの N20減少量の比率である o E処理場の結果がマイナスになった

例を除いでほぼ 10-30%の範囲であった。 Fig.5-3に多段炉、流動床炉に一般的な

排ガス処理プロセスの流れを示す。 N20は水に対する溶解度が比較的高いため、

流動床炉、多段炉し吋主れの場合も排ガス中の粉塵あるいは S02、HClなどの酸性

ガスを除去するためのスクラパーにおいて、気液接触により除去されたと考えら

れたn また、 H及び J処理場の流動床炉のスクラバー排水には減少相当量の N20

が溶存していたととから、 N20の除去は主としてスクラバーによるものと推定さ

れたのしかし通常の下水処理ではスクラバー排水は好気処理の水処理プロセスに

戻されるため、溶存した N20が生物学的に窒素ガスまで還元されることはなく、

エア レーション等により再度放出されるものと考えられる。

次に N20 変換率に対する燃焼温度の影響を検討した結果を Fig.5-4，こ示すのな

お、焼却炉では炉内部の温度が燃焼温度として計測されているが、汚泥が砂状の

流動媒体により混合され、焼却される流動床炉では、炉内温度は燃焼温度にほぼ

一致する。しかし投入された脱水汚泥が塊状のまま解砕されながら底部へ移動し、

焼却される多段炉では、燃焼が起きている部分の温度より、実際に計測されてい

る炉内温度は低くなり、炉内温度と実際の燃焼温度は異なるものと考えられる O

また今後、流動床炉が増加していくものと考えられることから、 Fig.5-4では流

動床炉の結果のみを示した。測定された燃焼温度は 770-860
o
Cの範囲であったが、

高分子系流動床炉では焼却温度の上昇と共に変換率が低下する傾向が認められ

た。石炭流動燃焼の場合、 N20の生成が 730Oc付近で最大になるという報告引の

があり、下水汚泥の流動燃焼の場合も同様な傾向にあると考えられた。

5-3-2 下水汚泥焼却に伴うN20の年間放出量の推定

日本では 1995年度で 241基の下水汚泥焼却炉が稼働しており、そのうち 142基

が流動焼却炉、 64基が多段炉、 12基がロータリーキルン、 20基が階段式ストー

カー炉であり その他が 3基であったふ15)0 Table5・2に示した調査結果か ら、焼

却炉の種別と焼却される脱水汚泥の種別による N20変換率を決定し、 Table5-3に

不した。ここで N20 の変換率は調査結果を単純平均したものを用いたn これを

に汚泥焼却を行っている各処理場からの放出量を次式により求め、その総和と
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Table 5・3N20 conversion rate used to estimate the release amounts ofN20 

from each type of incinerators 
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して日本における年開放出量を求めた。なお、ロータリーキノレンおよび階段式ス

トーカー炉については今回調査を行わなかったが、その焼却方式から N20 の変

換率はそれぞれ流動床炉および多段炉と同じとした。

放出量=(1年間に焼却された脱水汚泥量) x (1-脱水汚泥含水率)

x (窒素含有率) X (N20変換率)

ここで脱水汚泥焼却量および含水率は下水道統計ふlo)によったり窒素含有率は

全国 59カ所の下水処理場の脱水汚泥の調査結果から導かれた脱水汚泥の vsと

窒素含有量との関係式 5-17，1めから求めたのまた、 vsは下水道統計によったふ19)O

Fig.5-5に流動床炉、多段炉、ロータリーキルンおよび階段炉からの放出量を両

分子凝集剤、石灰系凝集剤の別に示した。また、 Fig.5-6に炉の種類別の放出割

合を示した。今回の調査結果から排ガス処理装置、特にスクラバーで燃焼により

生成される N20の 10-30%が削減されることが明らかになったが、スクラパー排

水に吸収された N20は水処理プロセスから再度放出される可能性があるので、

年開放出量の推定においては排ガス処理装置での削減を考慮、しなかった。 1995

年度の日本における下水汚泥焼却に伴う N20の放出量は窒素ベースで 4.03 x 

lOQgと推定され、そのうちの 77%が流動床炉から放出されていたのまた 1995年

度の処理人口は 6_683万人である 5-20)ので、処理人口 l人当たりの汚泥発生量が同

じであると仮定すると、発生する汚泥を焼却した場合の l人当たりの年間 N20

放出量は 96gとなったの 1997に IPCCに日本から報告された温室効果ガスの吸収

・排出目録である「気候変動に関する国際連合枠組み条約に基づく第 2回日本国

報告書J日 1)によると 1994年度における日本での人為的な N20の排出量は窒素ベ

ースで 70X 10
Q
gと推定されており、推定年度が下水汚泥焼却炉が 1995年度，日

本全体が 1994年度と違っているものの、 1年間で双方の推定量に大きな差がな

いものとして、下水汚泥焼却の全体に占める割合は約 60/.)となったの

5-3-3 下水汚泥焼却に伴うN20の年開放出量の将来予測

温室効果ガスの削減量を決定した 1997年 12月の COP3では、 2008-12年を

標期間として 1990年を基準年とする削減率が決定されたり1995年度の下水道
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人口普及率は 54%であり 目的、下水道普及率は最近 10年間では年間1.5-2%の割合

で増加している n 今後、仮に 2%の増加率で増加するとして、 2008年の下水道人

口普及率は 79%と推定される口現在、発生下水汚泥の 60%以上が焼却処理され

ているが、埋め立て処分地確保の逼迫した状況等を考えると、今後、焼却処理の

割合が急増していくものと考えられる n 一方、現在、発生下水汚泥の約 10%が

コンポストあるいは乾燥汚泥として緑地あるいは農業利用されている。 ここで

2008年において下水道人口普及率が 79%、コンポストおよび乾燥汚泥としての

利用割合が現在と同様に 10%、残りの発生汚泥がすべて焼却され、 N20変換率等

の条件が今回の調査結果とすべて同じだと仮定すると、 2008年における下水汚

泥焼却に伴う N20の放出量は窒素ベースで年間 8.5X lOQgと予測される。これは

現状のまま汚泥処理に対する焼却処理の依存度が高まっていった場合には、温室

効果ガスの削減目標期聞が始まる 2008年には、下水汚泥焼却からの排出量が 2

倍になることを示している口

5-3-4下水汚泥の焼却におけるN20放出特性から見た削減手法

下水汚泥焼却に伴う N20の放出量は、高分子凝集剤で脱水された汚泥を流動

床焼却炉で焼却する場合に大きくなることが明らかになった。脱水プロセスでは

当初、 Ca(OH) 2 とFeCbを併用する無機系脱水助剤を用いていたが、 FeChが強酸

性であり、腐食性が強いため、配管等の腐食の維持管理上の問題から、高分子系

凝集剤が多く用いられるようになってきた。また、無機系凝集剤の場合、添加

が 30-500/0と多く、凝集剤は燃焼せず、灰として残るため、減量化を主目的とし

た焼却プロセスには不適である口さらに、高分子系脱水汚泥は無機系脱水汚泥に

比べ粘着性が強く、上段から下段に向けて自然落下により燃焼炉床を移動する多

段炉では解砕されずに、炉床あるいは壁面への粘着、炭化固化等の障害が発生す

る口したがって、高分子系汚泥の焼却には砂状の熱媒体により投入された汚泥が

瞬時に解砕、分散、燃焼される流動床炉が最適となる O また、無機系汚泥を流動

床炉で焼却する場合は N20放出量は低いが、 CaOの酸化触媒効果で排ガス中の

NOxが高濃度となり、特に総量規制対象地域においては NOxの排出基準を越え

る場合がある n

1995年度において稼働中の焼却炉の約 60%が流動床炉であるのまた、 Fig.5-7
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にここ 10年聞における焼却炉の種別の稼働状況を示したが、流動床炉の稼働数

が年々増加しているのに対して、多段炉の稼働数は大きく減少している υ これは

単に新設の焼却炉に流動床炉が採用されているだけではなく、東京、大阪、名古

屋等の早期に焼却プロセスを採用し、ひとつの処理場に複数の炉を所有する大規

模な処理場において、多段炉が流動床炉に更新されているためでもある n このよ

うに処理プロセスの効率化という点では高分子系脱水汚泥と流動床炉の組み合わ

せが現時点においては最適で、あるの

今後、中小都市への下水道の普及に伴って、中小規模の下水処理場が増加する

ものと考えられるの建設省はこのような中小規模処理場で、の汚泥処理の効率化お

よび適正化を図るために「下水汚泥広域処理事業(し、わゆるエースプラン)Jを

推進し山)、複数の処理場から発生する汚泥の集中処理化を指導しており、焼却

処理が一層推進される可能性がある O したがって、前節で放出量を予測したよう

に、埋め立て処分地の逼迫した状況を考慮すると今後、汚泥焼却に伴う N20放

出量は増加していくものと考えられる。

流動床焼却による N20生成は燃焼温度に強く依存しており、燃焼温度の上昇

により、 N20生成は減少するが、反対に NOx(主として -NO)の生成が増加するn

これは気相反応において反応中間体である NCO を経る NOへの反応経路が N20

への反応経路に対して卓越することと 、熱的 NOx(Thermal NOx) の生成が増加す

るためであるの実炉を用いた実験では燃焼温度を 800から 8800Cとした場合、 N20

生成量は約 113になるが、 NO仏X の生成は約 4倍になると報告されている ふ臼5-23口へ3

に大規模な下水汚泥焼却炉が稼働している東京、大阪、横浜等では NOxの環境

基準達成率が 1995年度で 77.5%と全国平均の 97.5%に比べて低いこと、冬期にお

いて高濃度な状況が出現する 山)こ とから排出基準内といっても排出量の増加は

好ましくないn また、含水率が 800/0と高含水率な下水汚泥の焼却では蒸発潜熱

が大きく、汚泥自身の熱量だけでは燃焼が維持できない日 したがって、燃焼温度

の上昇は、焼却プロセスでの燃料消費の増加をもたらす。また、焼却温度の上昇

はシステム全体の耐用年数等に影響があると予想、され、空気予熱器の電熱チユ一

ブ等の損傷が進む可能性が指摘されている 子幻叩川2刀mベ3羽て)¥r
方、 触媒を用いる削減手法も検討されている口問l/ZnOを担持したゼオライ

ト系触媒を用いた実験では 02が 3_30/0、N20が 430ppmvの条件で 700()Cにおいて
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ほぼ 100%の N20分解効率が得られた 問。 しかし、実際の下水汚泥焼却炉の排ガ

ス条件に近い S02が 450ppm共存した場合は触媒活性が完全に失活し、その後 S02

の共存のない場合でも活性が復活せず、恒久的な失活が起きることが明らかにな

ったりこのように触媒は被毒が大きな問題であり、またプロセスへ導入する場合

は導入場所が問題となる o 700 Ocの場合は熱交換器の手前への設置となり、除塵

前の排ガスと接触するため、活性に対する粒子の影響も懸念されるのしかし、除

塵後の設置となると排ガス温度が低下しており、 700ccまでの再加熱が必要であ

り、再度エネルギーの投入が必要で、あるの

これまで述べてきたように下水汚泥焼却炉における N20対策は重要であると

考えられるが、運転操作条件の変更あるいは触媒を用いた排ガス処理としての削

減は限界があるものと考えられる。したがって、下水汚泥の処理プロセスとして

焼却以外のプロセスを選択する必要がある日

窒素の施肥に伴う N20変換率は施肥方法により違いはあるものの 0.5-2%程度

であるとされているふ20，27，28)。下水汚泥の施用に伴う変換率は 0.5%以下とされてい

る山川l¥』また、同様の有機質資材である家畜糞尿の施用における変換率も、大

きく施用方法に依存するが 0.5-1%程度とされている 5-32，33，34)。これは本研究で得ら

れた高分子系汚泥の流動焼却における変換率と比べ、非常に低い変換率である。

下水汚泥の肥料化プロセスは嫌気性消化・乾燥およびコンポスト化プロセスで

あるの前者は CH4の生産プロセスとの組み合わせで、あり、 CH4の有効利用が図れ、

原理的に N20の発生は考えられないの後者は好気プロセスのため CH4の放出は

少ないと考えられる o N20についてはバッチ方式の試験により、反応の初期と後

期に放出が認められるものの変換率は 0.3%以下とされている問。

我が国においては中世以降、下肥利用が開始されており、 18世紀末には、ほ

ぼ全国に普及したと考えられている問。また、下水道の初期において、下水汚

泥は貴重な肥料資源として取引がなされていたのしかし、化成肥料の流通、ある

いは下水処理が行われる都市近郊での農耕地の減少から、下水汚泥の農業利用が

衰退してきたのしかし、近年有機農業の見直しが行われ、農耕地への一定の有機

資材の投入の必要性が認識されていること、我が国の現状では大量の窒素を輸入

し、大量の窒素を環境へ放出することにより水域の富栄養化が引き起こされてい

ることを考慮すると、下水汚泥焼却に伴う N20排出抑制のひとつの方策として
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下水汚泥の緑農地利用(緑農地還元)の効率化が窒素リサイクルの観点、からも有

効かつ重要であると考えられるの

5-4まとめ

11処理場の 14基の下水汚泥焼却炉からの N20の放出実態を焼却炉の種類と焼

却される脱水汚泥の脱水の際に用いられる脱水助剤の種類の違いに注目して調査

し、以下の結果が得られたの

( 1 )焼却された下水汚泥中の窒素分の N20への変換率は高分子系脱水汚泥を焼

却する場合が 5.9-18%と石灰系脱水汚泥の場合の1.3・3.5%と比較して高く、

特に流動床炉で高分子系脱水汚泥を焼却した場合に 6.1-18%と高い割合を

示す傾向にあった口

(2) 石灰系脱水汚泥の場合は変換率が炉の種別に依らず低く、脱水助剤として

脱水汚泥中に含まれる Ca(OH) 2が燃焼過程で CaOに変化し、酸化剤として

作用した影響と予想された。特に流動床炉の場合は N20への変換が NOxへ

の変換に置き変わった。

(3 )流動床炉の場合、今回調査した焼却炉の燃焼温度 770-860Ctの範囲で N20

の変換率は燃焼温度と逆相関の関係、が認められたn

(4) 1995年度の日本における下水汚泥焼却に伴う N20放出量は窒素ベースで 4.03

X 10
Q

gであると推定され、その 77%が流動床炉から排出されていた。

(5) 下水道人口普及率が現在の増加率と同様に年間 2~Yóで増加し、発生汚泥の

緑地および農業利用の割合が現在と同じ 10%であり、それ以外はすべて焼

却されると仮定すると、 COP3で決定された温室効果ガスの削減目標期間

の始まる 2008年には下水汚泥焼却からの放出量は窒素ベースで 8.5X 10
Q

g 

と試算されたの

(6)焼却温度の上昇により N20の放出は抑制されるが、 NOxの増加あるいは焼

却炉本体の耐用年数の低下が懸念され、運転操作条件の変更による削減に

は限界があることが示されたのここで下水汚泥を肥料として農地へ施用し

た場合、施用された窒素からの N20への変換率は 01.50/0以下であると考えら

れているの したがって、今後の主流となる高分子汚泥を流動床炉で焼却し

た場合の変換率 110/0に比べ非常に低く、農地への循環利用の促進が N20内IJ
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減に効果的であると考えられたの
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第6章 下水汚泥の嫌気性消化・熱乾燥プロセスの効率化によるCH.、

N20放出抑制の解析

6-1 はじめに

第 5章では下水汚泥焼却に伴う N20の放出特性を明らかにするとともに、我

が国の下水汚泥処理に占める焼却割合の大きさから、将来的には大きな放出源と

なり得ることを示したりまた、燃焼温度の上昇等の運転操作条件の変更による削

減には限界があり、下水汚泥に含有される窒素の N20 への変換率の違し、から、

下水汚泥を肥料として農地へ循環利用することが、 N20削減対策の上で重要なこ

とを明らかにしたの

下水汚泥の肥料化プロセスはコンポスト化プロセスと、嫌気性消化・乾燥プロ

セスである日もちろん、脱水汚泥のまま、緑農地利用さ aれる場合があるが、施用

時の取り扱い性の悪さから、近年、その利用は減少している。ここで、肥料の需

要には季節性が強いこと、施用時の取扱性から、長期の保存に耐え得る含水率

(I0-20 oA)でかつ、形状が機械撒き可能な粒状であることが必要である。また、

リサイクルに対するエネノレギーの低減が重要で、ある O

一般的な消化・乾燥プロセスは熱プロセスであり、消化ガスの有効利用が図れ、

下水処理プロセスの総体で GHGの削減が可能であるのまた、ゴミ焼却廃熱等の

環境へ捨てられていた熱の利用も可能で、ある O また、加熱乾燥であるので、生物

反応プロセスであるコンポスト化プロセスと比べ、最終的な含水率の調整が容易

であり、 400-600Ocという高温での乾燥操作のため、汚泥中に混在するミニトマ

ト等の種子、あるいは病原細菌の死滅が効率的に達成される。さらに乾燥機の形

状によっては乾燥過程における造粒が可能である かりの一方コンポスト化プロセ

スの場合、コンポスト化反応終了後に造粒する必要がありか2)、再度のエネルギ

)投入が必要であるの

嫌気性消化プロセスから生じる消化汚泥は、これまで肥料として緑農地利用さ

れてきた実績があり 叫4)、下水道家明期から肥料としての価値が評価されており

州 、肥料取締法上の特殊肥料のうちおでい肥料に該当する n 近年、下水おでい

肥料として、成分等に関して推奨基準が設定されている白ー7)
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さらに嫌気性消化プロセスは汚泥処理プロセスのうち脱水機あるいは乾燥機に

問題が発生 した場合に嫌気性消化タンクが汚泥貯留槽として機能し、システム全

体として汚泥のオーバーフロ ーが回避できる利点を有しており、下水処理場の維

持管理上においては非常に重要な機能を有しているの

本章では、処理プロセスの維持管理上の優位性を考慮し、下水汚泥の肥料化プ

ロセスとして嫌気性消化・乾燥プロセスを取り上げ、まず第一に消化・乾燥を行

っている既存の処理場のエネノレギー消費および熱収支の実態について調査し、そ

の結果から熱利用効率の優れたモデ、ノレブ'ロセスについて提案を行った。 さらに、

未利用エネルギーの利用として、ゴミ焼却廃熱利用について検討し、これらの結

果をもとに、嫌気性消化・乾燥汚泥の肥料価値を肥料製造エネノレギー消費の点か

ら評価した。
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6-2 実験方法

既存の下水汚泥消化乾燥プロセスおよびゴミ焼却廃熱の利用に関する検討で

は、運転状況を運転日報等から調査し、それぞれについての年平均の物質収支を

求め、それをもとに熱収支を算定した。モデルプロセスの熱収支の計算に必要な

汚泥濃度等の数値は日本における処理実績において最も一般的な数値を用い、そ

れを条件として与えることにより物質収支を求めたn なお、本章においては各検

討項目がひとつの完結した課題となっているため、検討内容の把握を容易にする

ため、詳細な前提条件および計算に必要な設定値は結果および考察で各項目ごと

に示した。

6-3 結果および考察

6-3-1 既設の嫌気性消化・乾燥プロセスの実態調査およびエネルギー評価

調査を行った処理場の概要を Table6-1 に、また汚泥処理プロセスのフローを

Fig.6-1 に示す。本処理場は政令指定都市のベットタウンに位置し、流入下水の

ほぼ 100%が生活排水であった。発生汚泥の全量を嫌気性消化後、乾燥しており、

消化ガスを乾燥機の熱源に用いていた。しかし消化タンクの加温には、主として

重油を使用していた。乾燥機は稼働実績の多い熱風直接回転乾燥機であり、乾燥

汚泥は直径 2-4mm程度の粒状である。 Fig.6・2に乾燥汚泥の状態、をを示す。乾燥

汚泥は近隣する牧草地あるいはゴノレフ場に主として用いられており、生産される

乾燥汚泥のすべてが有効利用されていた。また余剰汚泥は遠心濃縮し、消化タン

クへの投入汚泥濃度を 4O;o以上に保つことで、 18-26倍と高倍率の消化ガス発生

倍率を得ていた。消化ガス発生倍率とは消化ガスの投入汚泥量 (m
3
)に対する発生

消化ガス量 (m
3
)の割合であるのまた、濃縮汚泥の VSは 85%であり、嫌気性消化

反応の活性を示す、消化プロセスへ投入された汚泥の Vis当たりのガス発生量は

O.58m
3・kg-VS'I

であったの

Table6・2に処理汚泥量当たりの消費エネノレギーを示す。 ここで電力および A重

油は外部よりプロセスへ投入されたエネルギーで、あり、消化ガスは内部生産され

たエネルギーである。Table6-2で示した個々の消費エネルギーを発熱量に換算し

たものを Fig.6-3に示すり ここで電力の発熱量は発電熱効率を 38.1%か 10)として
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Table6-1 The outline ofthe observed wastewater treatment plant 

Deodo白 ation Combustion 

Collection system Separate sewer system 
Treatment process Conventional activated sludge process 

RIY we(3.tl'l~~Jlow 
3 12,OOOmJ

• day 
Sludge treatment Thickning Primary sludge Gravity 

Excess sludge Centrifuge 
Anaerobic digestion Temperature 36

0
C 

Period 34 days 
pigester heating Stem injection 

Dewatwring Method Belt press 
Coagulant Polymer 

Heat Drying Dryer Direct rotaηdryer 
rIUettemperature 700

0
C 

Exit temperature 200
0
C 

E
]
(
)
j
v
'
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Combustion 
.... .・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

Fig.6司 1Flow diagram of sludge treatment process of observed vvastewater treatment plant 

-108-



-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・・・・圃岨・・・・・・・・・ー

Fig.6-2 The form of anaerobic-digested and heat dried sludge 

-109-



Table6-2 Energy consumption per treated sewage sludge on dry solid bases 

S1udge仕切加lentprpcess 

Thickning 

Anaerobic digestion 

Kind of energy 

E1ectric power 

E1ectric power 

Fue1 oi1 A 

Digestion gas 

E1ectric power 

E1ectric power 

Fue1 oi1 A 

Digestion gas 

Dewatering 

Heat drying 

C onsulnption 

152 kWh-DSr
1 

51.7 kWh-DSr
1 

125 1-DSr
1 

6Om人Dsr1

82.1 kWh-Dsr
1 

269 k¥¥市・Dsr
1

86.3 1・Dsr
1

L020m人Dsr
1

ハU
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E
E
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Fig. 6-3 The condition of energy consumption on each unit sewage 

sludge treatment process per treated dry solid at H vvastewater 

treatment plant :臼Electricpower図Fueloil A国digestiongas 
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2，250kcal . kWh.
1、A重油 9、300kcal.r¥消化ガス 5，1OOkcal・md とした。汚泥処理プ

ロセス全体で 8.8X 1 Ookcal. DSrl

のエネルギーが消費されており、そのうち電力、

A重油による外部からのエネルギー投入は 3.4X 10
0

kcal・Dsrl

であった。これは

全体の消費エネルギーの 39%にあたり、このうち A重油が 60%であった。

Fig.6-4に嫌気性消化・乾燥プロセスの年平均の熱収支を示す。乾燥機へ投入

された熱量の 64%が蒸発潜熱として消費され、熱風炉および脱臭炉の熱損失は

それぞれ 10%であった。また、本システムでは臭気成分を燃焼処理する脱臭炉

を用いて燃焼脱臭を行っていたが、脱臭炉へ供給される燃料と乾燥機の熱風炉へ

供給される燃料の案分が日報等記録上は明確でないため、乾燥機と脱臭炉の燃料

の配分は運転管理者からの聞き取り、および運転の温度条件から決定し、 Fig.6-4

に示した。処理場の環境対策のため、脱臭は必須で、ある日加熱乾燥プロセスの場

合、乾燥排ガスを熱風炉へ循環する燃焼脱臭が考えられるが、乾燥用熱風中の水

分含率の増加とともに乾燥効率は低下するため、循環率には限界がある O したが

って、ここでは安定した脱臭方法である燃焼脱臭を用いているが、脱臭に、乾燥

プロセスに投入される熱量の 32o/oが、嫌気性消化・乾燥プロセス全体では 27o/o 

が消費されている。ここではプロセス全体で消費される熱量の 69%を消化ガス

で、賄っているので、脱臭の段階での消費熱量が大幅に削減されれば、嫌気性消化

プロセスを含めたプロセス全体の必要熱量を消化ガスで賄うことが可能で、あり、

Fig.6-3からも明らかなように汚泥処理プロセス全体としても外部エネルギーの

投入割合を 16%低減可能で、ある O

6-3-2 熱利用効率の優れたモデルプロセスの構築に関する検討

嫌気性消化・乾燥プロセスを採用している実際の下水処理場の実態調査結果か

ら、乾燥プロセスで燃焼脱臭を行う場合は、脱臭に、乾燥そのものに必要な熱量

の約 50%に相当する熱量が消費され、かつ乾燥排ガスの大部分が蒸発潜熱で占

められていることが明らかになった。したがってプロセスの熱収支の効率化には

脱臭に必要な熱量の低減および潜熱の回収・利用が重要である O

ここでは、これらの問題点の解決方法として乾燥排ガスをスクラバーで洗浄し、

潜熱を 600C程度の温水として回収し、その温水により消化タンクの加温を行い、

スクラーパー洗浄後は排ガス温度が低下するため、排ガス中に含まれる臭気成分
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Fig.6-4 The heat balance diagram of the anaerobic digestion-heat drying process at the H plant 
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の生物脱臭が可能で、あると考え、システムを仮定し、熱収支的に自立する条件を

検討したn ここで熱収支の自立とは嫌気性消化プロセスからの消化ガスで、乾燥

および消化タンクの加温に必要な熱量がすべて賄える状況を指している υ 今回検

討したシステムの概要を Fig，6-5に示すりここ で乾燥排ガスのスクラパーは下水

汚泥焼却炉の排ガス洗浄スクラパーで通常使用されており、スクラバー排水とし

て回収された温水からの熱回収は下水汚泥焼却炉のスクラバー排水を地域温水供

給に用いた実例がか11)、また熱交換器を介する消化タンクの加温は消化ガス発電

におけるコージェネレーションシステムの実績がそれぞれありか12)、実用化が充

分に可能であると考えられるのしかし、これまで乾燥プロセスへの生物脱臭の適

応が無く、実用化については検討が必要であるが、従来難分解性悪臭物質と考え

られてきたメチルメノレカブタン等の効率的な生物脱臭手法が開発されつつあり

か13)、生物脱臭の適用の可能性は高いものと考えられる。

今回のモデルプロセスの計算の設定条件を Table6-3に示す。ここでは、消化タ

ンクへ投入される濃縮汚泥の含水率を 95、96、97、980/0と設定し、含水率の増加

が脱水効率に影響し、脱水汚泥の含水率も増加すると仮定し、それぞれの濃縮汚

泥含水率に対応する脱水汚泥の含水率を 76、77、78，5、800/0とした。

Fig，6-6に上記の条件により計算した消化タンクへ投入された濃縮汚泥の vsあ

たりの消化ガス発生率毎に、投入汚泥濃度と補助燃料である A 重油消費量の関

係を示したの ここでで、従来型とは燃焼脱臭を行う、消化ガガ、ス発生率が 0.45mばnザ13 • k均〈沼g

のシステムでで、あり その他の条件はモデデ、ルケ一スの場合と同様でで、ある O 消化ガガ、ス

発生率は vsとiほまぼ直線的な関係がありかM山川l凶川4め)ヘ、我が国の下下.水処理場で一般的な vs

が7ち5%でで、は 0 .45mばnザ13 • k匂ζ匂g

が 8初0%を越える場合があり、この場合の消化ガス発生率は O，55m
3
・kg-VS-

I 以上と

なる n

今回のモデルでは日平均汚水水量 50、000m
3 の処理場を想定しており、処理人

口は約 20万人であるのこの規模の都市は山形市、高崎市、松本市等の地方中堅

都市にあたり、都市域と農地が比較的近接した状況が見られる。したがって、肥

料化汚泥の需要も充分にあるものと期待される円

従来型の場合、濃縮汚泥含水率が 95・98%に変化するにつれて重油消費量も

50・64kg.h{'と増加する u しかし、今回想定したモデノレプロセ スでは消化ガス発
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Table 6-3 The basic condition for calculation of heat balance 

Items 

Inf1uent flow 

Quantities of sludge produced 

Volatile solids of thickning sludge 

Digeation ratio 

Solids capture rate at digestion tank 

Solids capture rate at dewatering machine 

Digestion temperature 

Water content of dryed sludge 
Outdoor tempera加re

Outlet temperature of dryer 
Outlet tempera印reof scrubber 

Wastewater teperature through scrubber 
Heat loss of digestion process 

Air leak at Dryer 

Heat loss of Dryer 
Heat loss of scnlbber 

Heating value of digestion gasラ lower

higher 

Heating value of fuel oil Aヲ lower

higher 

Specific heat : Dry gas 
Speci自cheat : Steam 

Specific heat : Dewatered sludge 
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Value 

50,000m3• day-1 

7.65 t . day-1 

750/0 

500/0 
100% 
980/0 

35
0
C 

20010 
20

0
C 

200
0
C 

45
0

C 

60
0

C 
250/0 

20% 
100/0 

50/0 

5，100kcal. Nmヌ

5 ，500kcal. Nmヌ

10，1 OOkcal. kg-1 

1 0，800kcal. kg-1 

0.24 
0.45 
0.2 
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Fig. 6-6 The relationship between fuel consumption and water content 

of thickening sludge putted into the anaerobic digestion tank by each 

digested gas generation ratio 
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生率が 0.45m
3
・kg-VS-

1
で、濃縮汚泥含水率が 98%の場合は重油消費量が 24kg'hr-1 

であり、従来型に比べ消費量が 63%削減されたのまた、濃縮汚泥含水率 96%で

重油消費量がゼロとなり、嫌気性消化ブ'ロセスから発生する消化ガスの熱量のみ

でプロセス全体の熱量を賄えたn 近年、汚泥の濃縮性が悪化しており山)、電力

濃縮で発生汚泥の濃縮を行う場合の濃縮汚泥の含水率は 98-97%程度であるりし

かし、分流式の下水道であれば消化ガス発生率が 0.55m3
・kg-VS.1程度であるので、

プロセスの熱的な自立がほぼ図られる O

Fig.6・7にモデルブ'ロセスが熱的に自立した消化ガス発生率 0.45m3
・kg-VS-1、消

化タンク投入汚泥含水率 96010の場合の熱収支を示すの乾燥プロセスに投入され

た熱量の 90%がスクラパーで回収され、消化タンクの加温に回収熱量の約 10% 

が利用されているり

上記の検討の結果、今回想定したモデルプロセスで補助燃料を不要とするため

の条件は、消化ガス発生率が 0.45m3
・kg-VS.1 の場合は投入汚泥濃度が 4010以上で

あり、 0.55m
3
・kg

6-3-3 汚泥乾燥への ごみ焼却廃熱の利用に関する検討

6-3-3-1 ゴミ焼却廃熱の利用実態と問題点

プロセスの熱収支の自立には、スクラバーによる潜熱の回収、熱交換器による

消化タンクの加温および生物脱臭法の検討等が必要で、あり、従来のプロセスに比

べ、システム的に複雑となるりしかし、ごみ焼却廃熱等の、本来は環境に捨てら

れていた未利用エネルギーが利用可能で、あれば、システムの単純化が図られる。F

県 H 市ではゴミ焼却の廃熱で消化汚泥の乾燥を行っており、その実態について

調査し問題点を抽出したり

調査を行ったゴミ焼却場は低位発熱量 1，310-2130Kcal' kg.
1 のゴミを準連続燃焼

孔ストーカー炉で日平均 60t焼却していたのまた連続運転でないため、発電は行

われていなかった。Fig.6-8にゴミ焼却ー汚泥乾燥プロセスの概略図を示すりここ

では 800・9000Cのゴミ焼却排ガスの一部を汚泥乾燥機(熱風直接回転乾燥機)に

導入し、乾燥を行い、乾燥排ガスを再度ゴミ焼却炉へ返送することによって、脱

臭を行っているのただし、ゴミ焼却炉と下水処理場が違う場所にあるため、脱水
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汚泥は乾燥施設までトラック輸送されていたの

Fig.6-9にゴミ焼却ー汚泥乾燥プロセスの年平均の熱収支を示すの焼却炉の出口

でゴミ焼却排ガスの熱量の 54010が乾燥機に導入されているが、乾燥機に導入さ

れるダクト内で約 40010の熱損失が生じているのつまりゴミ焼却炉から引き抜か

れる排ガス温度は平均で 890
0

Cであるが、乾燥炉へ導入される時点、で、平均 510

℃まで温度が低下していたのこれは焼却炉と乾燥機が約 50Mの屋外ダクトで連

結されており、この部分での放熱が大きいことに起因している。また同様に乾燥

排ガスが焼却炉へ戻る際にも同様な熱損失が生じており、結果として平均 900C

の排ガスが焼却炉へ戻っていたのしたがって、設計に対して1.6倍の熱量を乾燥

に利用していたが、設計値の 63%の汚泥しか処理されていなかった。しかし、

この事例の問題はゴミ焼却炉と乾燥機を建設時の補助金の使途目的の問題で一体

として設計できなかったことに起因しており、ゴミ焼却廃熱等の利用に関する本

質的な問題ではない。しかし、今後の下水汚泥の緑農地利用を推進する上では、

政策上の重要な課題である。

6-3-3-2 ゴミ焼却廃熱量と汚泥乾燥に必要な熱量の関係

これまで検討したゴミ焼却排熱利用の実態をもとに、人間一人あたりが排出す

るゴミと汚泥の熱的な関係を検討した。 1995年度でわが国の下水汚泥の総量は

乾物で 1，690X 10<lgであり、処理人口普及率は 54010で、あったかlb)。1995年度の総

人口は 12、526万人であるので一人一 日あたりの汚泥排出量は 68gであったのこ

こでは消化汚泥を対象としているので、 vsを 75010、消化率を 50oA>と仮定する

と汚泥排出量は 43gとなる。ここで脱水汚泥の含水率を 80010、乾燥汚泥の含水

率を 20%と仮定すると蒸発必要水分量は 161gとなり、蒸発潜熱は 96kcalである口

方、人口一人あたり 一 日のゴミ排出量は 1，110gでありか17)、含水率を加味した

正味の発熱量は都市問で大きな差があるものの平均、 1，500kcal . kg-
1 である か1R)の

で、 一人あたり 一 日の発熱量は 1，665kcal となる n ここでゴミ焼却炉での熱損失

を 20010、乾燥効率を 60%、焼却炉からの熱の引き抜き可能な割合を H 市の実

績ーから 50010と仮定すると、人口一人一日あたりの蒸発可能水分量は 665gとなる n

したがってゴミ焼却排熱を利用することにより計算上は汚泥を十分に乾燥可能で

ある。
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ム後、中小の処理場の建設が増加することが予想され、汚泥処理の集中化が検

討されているのまた、ゴミ焼却においてもダイオキシン対策から間欠的な運転が

行われていた、中小の焼却場が連続運転が可能な大規模処理場に統合されること

は必須であるかlヘこの場合、廃熱利用として発電が行われるが、乾燥には発電

後の質の低下した蒸気が充分に利用可能で、あるのしたがって生活系固形廃棄物処

理施設として汚泥処理とゴミ処理が統合されることにより、相互の熱利用が可能

になるものと考えられるり

3-3-4 下水汚泥肥料化のエネルギー評価

これまでの結果をもとに、下水汚泥の肥料化に必要なエネノレギーと肥料製造の

エネノレギー原単位を比較し、製造エネルギーから下水汚泥の肥料価値を検討するり

下水汚泥肥料の製造エネルギーについて、嫌気性消化・乾燥プロセスは一般的

なシステムを採用していた今回調査した処理場のエネルギー消費量から、コンポ

スト化プロセスは下水道事業団が行った実施設のユーティリティ費の調査結果

o-20)から N，P当たりのエネルギー投入量を求め検討した。 Table6-4に製造エネル

ギー算出に用いたエネルギー消費量を示すりコンポスト化は比較的実施箇所の多

い横型スクープ方式およびショベノレ方式の値を示したり

FiK6-10に汚泥の肥料化の N及び P当たりの製造原単位を示す。ここで、脱水

までは汚泥処理の必須のプロセスとして汚泥肥料製造の必要エネルギーからは省

いたn また、消費されている消化ガスも内部生産エネノレギーとして必要エネノレギ

ーからは省いたが、嫌気性消化過程で消費されている A重油は乾燥過程が無け

れば消化ガスで充分に賄うことが可能なので、ここでは乾燥プロセスに必要なエ

ネルギーと考えて肥料製造エネルギーに加えた。消化ガス、 A重油および電力の

発熱量は Fig_6-3と同様とした。また、汚泥中の窒素及びリン含有率をそれぞれ 5

%と 2010としたりまた、図中に示した化成肥料の製造エネノレギーは既往文献によ

ったか21)。

化成肥料の製造エネノレギーは N、Pあたりそれぞれ 16および 4.8x 10
J
kcalokg-' 

と報告されている n
これに対して従来型の嫌気性消化・乾燥プロセスでは N、P

あたり、それぞれ 58および 145X 10Jkcal 0 kg-'であり、化成肥料に対して Nで 3.6

倍、 P に対して 30倍となった。また、コンポスト化プロセスにおいても横型ス
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Table6-4 Energy consumption of each fertrization process for sewage sludge 

Anaerobic digestion-Heat dηmg 
(H treatment plant) 

Electric power 

(kWh.DStサ
321 

A

)

 
国一日

COlnposting 
Scoop 
Shavel 

1060 
680 5.5 

-124-



~ 200 
p・・4

，ムむ4O 

B A、ー4，J 150 

S包ロqJ H 1 0 0 

-て且+ロo H 《ロ。与dJ コ・~ 50 

O 

N P 

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・箇圃・・・・・・・・・・・一一一一一一一一一一一-・E ・----園田・E ・E・--

Fig. 6-10 Production energy of each sewage sludge fertilizer as N and P 

回HeatDrying Conventional 

図CompostingScoop 

臼Chemicalferterizer 

-125-

国HeatDrying Extra heat source 

臼CompostingShovel 



クープ方式で N で 4倍、 Pで 33倍となり、横型スクープ方式に比べ機械動力エ

ネルギー消費が少ないと考えられるショベル方式で N で 2.6倍、 Pで 22倍とな

ったりここで H 市のようなゴミ焼却廃熱等の利用が可能な場合、および嫌気性

消化・乾燥プロセスの熱収支の自立が可能な場合は、 N、Pに対する製造エネル

ギーが、それぞれ 16.1および 40.3x 1 03kcal . kg-1
と、なり、化成肥料製造エネル

ギーに対して N で同等、 Pで 8.4倍となり、 N に関しては化成肥料と同等までの

製造エネルギー削減の可能性が示されたのここで嫌気性消化あるいはコンポスト

化汚泥は有機質肥料であり、その施用により単に栄養素である N、Pのみの供給

だけでなく、微量要素の供給、土壌の団粒構造の発達などの物理性状の改良、施

用による連作障害の回避等の効果が認認、められている叫23めヘ)

化.乾燥プロセスにおいて廃熱の利用あるいはモデルプロセスで示した熱収支的

に自立が可能な場合においては肥料製造エネルギーという側面においてもエネル

ギー削減効果あるいは GHG削減効果が期待される。

6-3-5 汚泥処理プロセスにおけるCH4、N20削減対策としての循環利用の適正化に

関する解析評価

6-3-5-1 我が国の窒素収支および汚泥性状からの検討

川島によって示された我が国の食糧供給と消費過程における窒素の流れを

Fig.6-11に示すか24)n 1992年において 1，696X 10
9
gの窒素が供給され、そのうち 829

X 10'lg (50%) が飼料を含む食料であり、 829X 10'lg (36%) が化学肥料である口

供給された窒素は農業、畜産、食品加工を経て、 689 X 10'lg (40%) が生活排水

として、 367X 10'lg (22%) が家畜糞尿として、 337X 10'lg (20%) が化学肥料の

溶脱として環境へ放出される口とれに対して 1955年では 776X 10'lgの窒素が供

給され、 104X 10'lg (13%) が飼料を含む食料、 533X 10'lg (70%) が化学肥料で

あったのまた、 409X 10'lg (53%) が生活排水として、 13X 10
Q

g (2%) が畜産排

水、 221X 1 O'lg (28%)が化学肥料の溶脱として環境へ放出されていた山口

H本の総人口は 1955年で 8、900万人、 1992年で 12、400万人であり、約1.4倍に

増加しているの ここで環境へ放出される窒素の一部分は農地等で肥料として循環

利用されているが、 Fig.6-11では考慮、されていないの しかしリサイクノレ率を 1960
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年で 59%、1987年で 24%とする報告もあり か26，27)、これを 1955、1992年にそれぞ

れ当てはめたとして、 1955年および 1992年では 320X 10
Q

g、1290X 10Qgの窒素

が環境へ放出 されたと推定され、約 4倍と人口の増加率に比べ、高い増加率とな

っている n このように我が国においては、食糧自給率の低さ、および動物性タン

パクへの食I者好の変化を反映して、飼料を含む食料の輸入と、これらから発生す

る窒素のリサイクル率の低下により、環境へ放出される窒素量が増大し、水域の

富栄養化をはじめとする環境撹乱が起きているものと考えられる。また、これら

放出される窒素が処理等により化学的形態変化を起こす際に N20 が生成、放出

していくものと考えられるの

ここで示した窒素フローは化学肥料を除けば、有機物フロ ーと置き換えること

が可能川)である。 したがって窒素の流れとともに、大量の有機物が環境へ放出

され、埋め立て処分された場合は CH4が放出される O 埋め立て処分地からの CH4

の放出原単位については大きな誤差があり 問 、正確な推定は困難であるが、 1994

年度の我が国から放出された人為起源の CH4の 24%が埋め立て処分地からと見

積もられており 6-30)、全地球的に見ても人口増加に伴う大きな CH4放出源と考え

られ、早急な対策が望まれているか31)。また、埋め立てに対して焼却を選択すれ

ばN20の放出が懸念される。

下水汚泥処理はこのような人間の食を中心とした窒素、有機物フローの中に位

置しており、これまでの検討から CH4、N20対策には肥料化が最も効率的であり、

肥料費の削減にもつながることは明らかであるか32)。

下水汚泥肥料は肥料取締法上、特殊肥料として扱われ、汚泥乾物 1kgあたりヒ

素 (As) 50mg以下、カドミウム (Cd) 5mg以下、水銀 (Hg) 2mg以下の基準が

設定されている。また、コンポスト化汚泥は「おでい堆肥J、乾燥汚泥は「おで

い肥料Jにそれぞれ分類される O 下水汚泥の緑農地へ利用に関して重金属含有量

が問題となってきたが、肥料化汚泥の原料となる脱水汚泥中に含まれる As、Cd、

Hg濃度の最近の測定結果では、 50・55サンブ'ノレの結果で、それぞれ平均 6.44、2.09、

0.88mg・kg-1 と基準を充分に下回る結果となっている。また、農村集落排水処理施

設からの脱水汚泥の測定結果では As、Cd、Hg濃度がサンプノレ数 16でそれぞれ

、T7均 4.15、2.42、0.62mg'kg-1 と同様な結果が示されている o.印刷。 したがって肥

料取締法による重金属濃度の基準は、肥料化の問題とはな らないと考えれるのむ
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しろ下水汚泥中には人間由来の亜鉛 (Zn) が、 800mg0 kg-I程度 と比較的高濃度に

含まれ、地域によっては母材の形質として土壌の Zn濃度が 100mgokg-I以上の場

合もあり山)、「農用地における土壌中重金属等の蓄積防止に係る管理基準とその

運用Jで示された農用地土壌中の Zn濃度基準 120mg・kg-lが下水汚泥肥料施用の

制限となる場合があるの

農地への窒素の投入は、窒素過多による作物への影響、農地からの流出水中の

窒素濃度が水道基準である 10mgorlを越えない等を考慮、し、作物による窒素回収

率を 50%と仮定すると、年間 200-250kg-N0 ha-I 
0 yr"1 が適切であると考えられてい

る ω ，3R)。これは現在の農耕地面積を 4x 100haとした場合、年間 800-1，000X 10
Q

g 

の窒素が投入可能なことを示している。

Fig ふ11によると 1992年における生活排水からの窒素放出量は 689X 10
Q

gであ

るが、通常の活性汚泥法では流入する窒素の 30%程度が汚泥に移行する。-3Q，州)。

したがって生活排水から窒素放出量のうち肥料化が可能な部分は 207 X 10
Q

g と

なる。また、家畜ふん尿についても同様に考えると、 Fig_6-11 に示した、すべて

の食料に係る消費されて放出される肥料化が可能な窒素のリサイクルが窒素収支

上は可能となる O しかし、化学肥料を有機質肥料に置き換えることで成立するリ

サイクルであり 機械撒きのための粒状化、流通性を確保するために低含水率に

よる長期の保存性および貯蔵時の嵩密度の確保、施用時の安全性を確保するため

に病原菌および種子の完全な死滅、価格の上昇を抑えるために肥料化エネルギー

コスト低減等が必須条件として考えられる O

本研究で示した、下水汚泥消化・乾燥プロセスは熱プロセスであり、低含水率

化、高温乾燥による病原菌等の死滅が容易であり、回転乾燥機を用いることによ

り、乾燥過程での造粒が可能で、ある O また、プロセスの効率化、肥料化エネルギ

ーコ ストの低減が可能で、ある O

6-3-5-2 循環利用促進のための政策課題等の検討

下水汚泥を含む有機質肥料は肥料取締法で特殊肥料として Cd、Hg、Asの含有

のみの規制が設けられている。これまでのように、ある特定された地域での循

環利用の場合は、循環される地域における経験的な品質評価(評判)のみで、問題

は無いと考えられる。しかし、広範囲での流通を考えた場合、有機質肥料は化μ
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肥料と違い、その成分が一様で、はないことから、有機物の土壌改良効果を考慮、し

た総合的な品質規制と品質の表示義務が必要である。1994年に全国農業共同組

合中央会(全農)から「有機質肥料等推奨基準に係わる認証要項Jにより肥料製

造者が基準に基づき品質表示を行い、自己認証することが提案されたり内容的に

は、原料の表示、品質表示を要する基準項目として有機物含有率、炭素-窒素比、

窒素全量、リン酸全量、カリウム全量、アルカリ分、銅・亜鉛濃度および幼植物

試験が示されている口全農の提案は、有機質肥料の流通および利用の拡大の而か

らは大きな前進であるが、あくまで事業者による自己認証であり、分析数値の更

新期間も 3年と長く、基準そのものが形骸化される可能性が大きい口そこで法的

な強制力が望まれ、循環共生時代における肥料取締法の改訂が望まれる。

下水汚泥の場合、 Hgの特殊肥料としての基準、 2mg・kg-l;を越える場合があり、

循環利用の障害となっている場合がある。生活排水の場合、 Hgの排出源は医療

機関であり、これら機関で除外施設等が整備されれば、問題が無くなる場合が多

い。 しかし、除外施設の設置および維持管理には資金の投入が必要で、あり、公的

補助等に関して明確なガイドラインが必要で、あるり

今後ダイオキシン対策のためゴミ焼却炉は連続運転が基本となり、地方に分散

している準連続炉 問 の統合、集中化が図られると考えられる。 一方、下水処理

場も大都市での整備が終了し、今後は、中小規模の処理場が増加し、汚泥処理の

効率化のために集中処理が増加するか43)と考えられているのしたがって、将来に

おいては集中大規模化する下水汚泥処理施設とゴミ処理施設のハイブリット化を

図り、地域におけるエネルギー・リサイクノレセンターとして位置づけていく必要

があるの このような場合は、スケールメリットの発揮さ;れやすい熱乾燥プロセス

の導入が有利であり、当該地域における浄化槽汚泥の受け入れ、畜産排水の受け

入れも含めて、嫌気性消化タンクを中心とした循環が形成される。このような循

環の形態は過去における「肥溜めJの形態に他ならないが、現代の循環利用とし

て評価し、活用していく必要がある。

方、極めた分散された特定環境保全公共下水道のような場合は、維持管理上、

消化ガスの取り扱いを含めた、熱プロセスの導入は困難であると考え られ、堆肥

盤等による野積方式の堆肥化プロセスの導入が有利と考え られるの したがって、

水汚泥の肥料化では処理規模による方式の選択が重要であるり
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下水処理は公共事業であるため、生産された汚泥肥料についても、既存業者へ

の影響あるいは当該行政区域以外への流通への配慮、から、販売流通が自主規制さ

れる傾向にあったn このような背景から、肥料製造への行き詰まりが見られる場

合がある n また、下水道における循環利用は公共事業費の導入を前提とした、採

算を考慮、しないものが多く、継続が困難になりつつあるものがあるのこのように

循環利用には公共事業としての限界あるいは障害があり、今後は下水処理分野の

民営化を視野に入れ、発生する廃棄物の循環利用に市場原理の導入が必要で、ある

と考えられるの

6-4 まとめ

水汚泥の肥料化、緑農地利用を目指した嫌気性消化・乾燥プロセスについて

検討した結果、以下の点が明らかになった。

(1)既存処理場の消化-乾燥プロセスを調査した結果、従来型の熱風乾燥機では脱

臭に乾燥で消費されるエネルギーの約 50%が必要になることが明らかになっ

たの

(2)乾燥プロセスの熱収支の改善を図るためにスクラバーによる温水回収、回収

温水による消化タンクの加温、スクラバ一通過後の乾燥排ガスの生物脱臭と

いったシステムを仮定し計算を行ったところ、補助燃料を不要とするための

条件は、消化ガス発生率が 0.45m
3・kg-VS'l

の場合は投入汚泥濃度が 40;6以上で

あり、 0.55mばn3 • k均〈匂g

(ω3)汚泥乾燥へのゴミ焼却排熱の利用の実例について調査した結果、焼却炉と乾

燥機をひとつのシステムとして設計を行えば非常に有効な手段であることが

判明した。今回調査した運転実績から、人間一人当たりの放出するゴミの熱

で、 一人当たりの放出する消化汚泥を十分に乾燥可能であると試算されたり

(4)汚泥肥料の製造エネルギーと化成肥料の製造エネルギー比較した結果、 N ~ 

たりで消化乾燥汚泥で約 2倍、コンポスト化汚泥で約 3-4倍となり、 P当たり

では消化乾燥汚泥で約 20倍、コンポスト化汚泥では約 20・30倍程度となったn

しかしゴミ焼却廃熱等が利用できる場合には N 当たりの必要熱量は化成肥料

と同等となり、下水汚泥を窒素肥料として使用することによる窒素肥料製造

エネノレギーの削減効果が期待できる結果となった。
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(5)下水汚泥を農地へ循環利用する場合、従来は含有する重金属濃度が問題であ

ったが、最近の調査結果からは肥料取締法により、規制されている Hg、As、Cd

について問題がないことが示されたのむしろ我が国の農地における窒素の受

け入れ限界が問題であり、これまで示されている 1992年における食料の共受

給における窒素収支によれば、環境へ放出される窒素のすべての循環利用が

可能と考えられるが、今日の農業形態を考えれば、化成肥料と比較した取り

扱い性、経済性の向上が重要で、あると考えられたり
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第7章 総括、今後の課題および展望

7-1 本研究の総括

CH4、N20は C02に次ぐ主要な GHGであり、その放出源および放出量の推定

精度が非常に低いのが現状である。また、 C02を基準とし、 一定期間を想定した

相対的な放射効果を表す値である GWPは積算期間を 100年とした場合で CH4が

21、N20が 310と大きく、今後の放出状況によっては温暖化に大きな影響を与え

るの特に N20は大気中での寿命が 120年と長く、温暖化への寄与が長期にわた

り持続するため、緊急な削減対策が必要で、ある。

COP3において C02、CH4、N20、HFCs、PFCs、SF6を対象ガスとして個々の GWP

を用いて、 GHGの総体として削減を行う削減目標の設定がなされた。 しかし削

減戦略の策定には CH4、N20の放出源および放出量の推定精度の低さが大きなネ

ックになると考えられている O 下水処理プロセスは大量の有機物および窒素を処

理しており、 CH4、N20の生成、放出が考えられる硝化、脱窒、メタン発酵、燃

焼の各プロセスが内在していることから CH4、N20の潜在的放出ポテンシャルの

高い放出源と考えられる。 しかし、 1997年度に気候変動に関する国際連合枠組

条約事務局に提出された、 GHGの放出・吸収に関する報告書(第 2回日本報告

書)では下水処理プロセスからの N20放出量についてはデータの不足から記載

を見送った。また、 CH4放出量については記載がなされたものの精度は低いと自

己評価されている。本研究でこのような背景から C品、 l'hOの潜在的な放出ポテ

ンシヤノレが高いと考えられる下水処理プロセスからの放出および削減手法に関し

て検討を行った。

7-1-1 水処理プロセスにおけるCH.、N20の放出特性と制御

般的な活性汚泥法ではエアレーションタンクおよび汚泥濃縮槽からの CH4

の放出が卓越していた。前者は流入下水中に含まれる CH4に汚泥沈殿部分等が

嫌気になりやすい最初沈殿池で生成された CH4と汚泥返流水に含まれる CH4が

加わり、エアレーシヨンタンクに流入し、エアレーションにより追い出されるこ

とに起因している。これは、エアレーションタンク流入水中の溶存 CH4の時間
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あたりの流入量とエアレーションタンクからの放出量がほぼ一致することからも

支持されたり したがって水処理プロセスにおける CH4の削減は沈殿池での汚泥

の滞留時間を短縮することであり、汚泥の引き抜き回数を多くすること等が考え

られる。また、好気単独処理の活性汚泥法と嫌気処理と好気処理を組み合わせた、

生物学的窒素・リン除去プロセスであるんO法との比較で、 A20法からの CH4

の放出量が約1/3程度となることが認められた。これは A20法で、は最初沈殿池の

越流水が反応タンクに流入し、嫌気槽および無酸素槽(脱窒槽)を流下する聞に、

溶存する CH4が無酸素槽で進行する脱窒反応の水素供与体として消費された可

能性が示された。

一般的な活性汚泥法では、 N20はエアレーションタンクからの放出が卓越して

おり、その放出量はプロセスの硝化の有無に大きく依存していた。エアレーショ

ンタンク内の NH人 N03¥N20各濃度の挙動から、プロセスで硝化が進行してい

る場合は、その放出は返送汚泥中の N20のタンク内への持ち込み、汚泥返送に

より持ち込まれる N03-のエアレーションタンク前段での脱窒、およびタンク内

の硝化反応に起因すると考えられた口また、 N20の放出量はエアレーションプロ

セスでの N03・生成量に対して比例的に増加する傾向が見られたのこのように N20

はエアレーションタンク内の硝化および、脱窒反応に起因して生成、放出されるこ

とが明らかになった。今回調査を行った処理場では硝化促進運転により硝化がほ

ぼ 100%進行していた。しかし、硝化が不十分に進行した場合には今回の調査結

果の 20-80倍の N20が放出するとの報告がある O さらに、 A20法と活性汚泥法と

の比較において N20の放出量は 1/8程度となり、放出量の削減に対する嫌気の組

み込みの効果が認められた。これらのことから、スムーズな硝化の進行と適正な

嫌気条件の組み込みが、 N20の放出抑制に重要と示唆されたり

A20 法のような生物学的栄養塩除去プロセスは、富栄養化対策として今後、重

要な位置づけにあるが、窒素除去のために硝化と脱窒の組み合わせで、運転される

ことから、操作条件によっては特に N20放出量の増加が懸念される。したがっ

て基本的な生物学的窒素除去プロセスである AO法について操作条件と N20放出

の関係を検討した。その結果、硝化反応の進行に伴う好気槽からの N20放出量

は、 SRT10日の場合が SRT20日の約 2倍に達したことから、 SRTを十分に長く

保持し、硝化率を高く維持することが N20の放出抑制に重要であることが明ら
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かになったn また、嫌気槽からの N20の放出は，好気槽から持ち込まれる DO濃

度に影響されたの したがって、好気槽の DO濃度を硝化反応に影響が無い範囲で

制御することで、嫌気槽からの放出が低減されると考えられたり

以上より、本研究および既往の研究結果から、嫌気条件を適正に組み込み、硝

化、脱窒が効率的に機能する運転操作条件が確保された場合は、 N20の放出が抑

制されることが明らかになったりまた、このような条件下では CH4放出削減の

可能性が示され、さらに、閉鎖性水域の富栄養化原因物質である窒素、リンの効

率的な除去が達成され、生活排水処理の分野での CH4、:N20削減対策と富栄養化

対策がリンクしうるものと考えられたの

7-1-2 汚泥処理プロセスにおけるCH.、N20の放出特性と制御

汚泥濃縮槽からの CH4の削減は、初沈汚泥と余剰l汚泥の濃縮特性および分解

特性の違いに注目し、沈降性に優れるが分解性が高い初沈汚泥と、分解性は低い

が沈降性の悪い余剰汚泥を分離して個々に濃縮する手法 下1)が有効と考えられたり

汚泥処理プロセスの内、嫌気性消化プロセスはメタンの生産プロセスであるが、

発生したメタンは消化タンクの加温等に利用され、余剰ガスは余剰ガス燃焼装置

により焼却処分されるため、基本的にメタンの放出は無いと考えられる。しかし、

現在、下水汚泥の嫌気性消化プロセスで発生した CH4の約 30%が有効利用され

ずに焼却処分されており、この部分の有効利用を図ることが、下水処理プロセス

からの総体としての GHG削減に繋がるの現在、発生する下水汚泥の約 60%以上

が焼却処分されており、諸外国の事例と比べても、非常に高い水準にあるのが特

徴:である。

N20の放出量は焼却炉のタイプと焼却される脱水汚泥の脱水助剤の違いに影響

され、焼却された下水汚泥中の窒素分の N20への変換率は、高分子系脱水汚泥

を焼却する場合が 5.9-180/0と、石灰系脱水汚泥の場合の 1.3-3.5%と比較して高く、

特に流動床炉で高分子系脱水汚泥を焼却した場合に 6.1・18%と高い割合を示す傾

向にあったn 石灰系脱水汚泥の場合は変換率が炉の種別に依らず低く、脱水助剤

として脱水汚泥中に含まれる Ca(OH) 2 が燃焼過程で CaOに変化し、酸化剤とし

て作用した影響と予想されたの特に流動床炉の場合、 N20への変換が NOxへの

変換にトレードオフする結果となった口現在、脱水および焼却プロセスでの維持
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管理性の良さから、高い N20転換率が認められた高分子系脱水汚泥と流動床炉

の組み合わせが増加しており、今後 N20放出量の増加が懸念された。 しかし、

一般的な焼却温度である 800Oc付近は、燃焼プロセスでの N20生成の至適温度

付近にあたるのN20の生成は燃焼温度に非常に強く依存しており、燃焼温度の上

昇により N20 の生成が低減されるが、 NOxの生成が増加し、炉本体の耐用年数

に影響があると考えられている。 したがって運転操作条件の変更による放出削減

には限界があると考えられた。

下水汚泥を肥料として農地へ施用した場合も N20は生成、放出されるが、施

用された窒素の N20への転換率は 0.5%以下と報告されている。下水汚泥は、こ

れまで有機質肥料として利用されており、焼却プロセスから肥料化プロセスへの

転換が重要な N20削減対策であると考えられた。 一般的に、廃棄物のリサイク

ノレには多大なエネルギー消費を伴う場合があり、肥料化におけるエネルギー消費

の把握および低減は資源の循環利用として非常に重要である O

有機物を肥料として用いる場合には、易分解性有機物の減量が必須で、あり、肥

料化プロセスはコンポスト化プロセスと嫌気性消化・乾燥プロセスである O 本研

究では嫌気性消化プロセスから発生する CH4の有効利用が図れる、原理的に N20

の生成が無い点に注目して嫌気性消化・乾燥プロセスを取り上げ、肥料化プロセ

スとしてのエネノレギー消費の低減を図るために、プロセスの熱収支の改善を中心

に検討を行った。その結果、熱収支の改善により消化プロセスで発生する消化ガ

スのみで、乾燥ブBロセスに必要な熱量を賄うことが可能で、あることが明らかになっ

た。また、汚泥乾燥へのゴミ焼却排熱の利用の実例について調査した結果、焼却

炉と乾燥機をひとつのシステムとして設計を行えば、非常に有効な手段であるこ

とが判明した。今回調査した運転実績から、人間一人当たりの放出するゴミの熱

量で、 一人当たりの放出する消化汚泥を十分に乾燥可能であると試算されたn

汚泥肥料の製造エネルギーと化成肥料の製造エネルギー比較した結果、 N 当た

りで消化乾燥汚泥で約 2倍、コンポスト化汚泥で約 3-4倍となり、 P当たりでは

消化乾燥汚泥で約 20倍、コンポスト化汚泥では約 20-30倍程度となったの しか

しゴミ焼却廃熱等が利用できる場合には、 N 当たりの必要熱量は化成肥料と同等

となり、現実的なリサイクノレが可能となる。
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7-1-3 CH4、N20の削減量の評価
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本研究結果から、 1995年度における、水処理プロセスからの N20放出量を 2.5

X 10
R
g と推定したの しかし、調査時において硝化が非常にスムーズに進行して

おり、本研究で示 された N20 の放出が抑制される条件が整っていたと思われ、

放出量を過小評価している O これまで明らかにしてきたように N20の生成は硝

化の程度に大きく影響される。 一般的な活性汚泥法による処理は BODの除去を

目的としたもので、 SRTの設定も 5日程度と短く、条件によっては不十分な硝化

が起きる可能性がある O 全国の下水処理場の硝化の程度を考慮、し、 N20の年開放

出量を 2.7X 10
Q

gとする試算もあるが 7引、適正な硝化・脱窒運転を行うことによ

り、その大部分の削減が可能で、あると考えられる。また汚泥処理プロセスでは、

焼却プロセスによる N20の放出を 4.0X 10
Q

gと推定した。 ここで焼却されていた

汚泥をすべて農地利用とし、施肥による転換率を 0.5%とすると、 N20の年開放

出量は 0.25X 10
Q

gとなり、計算上は 3.8X 10
Q

g程度の削減が可能となる。水処

理プロセスで 2.7X 10
9
gという放出量の試算が正しいとすると、汚泥処理プロセ

スでの放出量を合わせて 6.3X 10Qg程度の削減が可能となる。

CH4については 1995年度における放出量を 6.7X 10
Qgと推定したが、最初沈

殿池における汚泥管理および初沈汚泥と余剰汚泥の分離濃縮を行うことで削減が

期待される n さらに、適正な嫌気条件の組み込みによる削減効果も期待される o

現在、発生汚泥の約 20%が脱水汚泥で埋め立て処分されている O 下水汚泥成分

の 50%が炭素、 1995年度の発生汚泥量が 1，689X 10
Q
gとすると、埋め立てられた

炭素は 169X 10
Q

gとなる O ここで通常、埋め立てられた炭素の 50%が CH4へ変

換するものと考えられているの したがって、埋め立てられた下水汚泥からは炭素

ベースで 85X 10
Q

gの CH4が放出されたと推計された。

畑地等への有機物施用時の CH4への変換率は 1%程度と見積もられており 7-3)、

N20 同様、肥料化による循環利用の促進により、埋め立てに伴い放出される CH4

の大部分が削減可能となるのまた、肥料化において嫌気性消化・乾燥プロセスを

用いることにより 発生する CH4の有効利用が図られ、下水処理プロセス総体

としての GHG削減が期待される。



7-2 課題および展望

水道は重要な社会資本であり、その整備の拡充により良好な衛生環境が保持

されており、今後とも整備の推進が期待される。また、水環境の保全にも大きな

役割を有しており、今後は閉鎖性水域の富栄養化対策として BODのみならず、

窒素、リンの除去が積極的に推進されていくものと考えられる。一方で GHGの

増加による地球の温暖化が進行し、温暖化による気候帯の変化に伴う、植生の変

化、異常気象の発生等を原因とする社会不安の増大が懸念されている。下水処理

プロセスは大量の有機物および窒素を処理しており主要な GHGである CH4、N20

の潜在的放出ポテンシヤルの高い放出源と考えられ、本研究では放出量、放出機

構、削減手法について検討を行った。その結果、 CH4 、 1~20 の削減に向けて一定

の方向性は示せたが、真に下水道を環境と共生した社会資本とするための課題を

以下に示す。

(1)富栄養化対策と CH4、N20削減対策がリンクしうることを示したが、硝化、

脱窒、メタン発醇の各プロセスを内在する AOあるいは A20法等の生物学的

窒素・リン除去プロセスについて、実処理施設での長期間にわたる調査事例が

無く、水温等の環境因子、あるいは降雨の影響等の外的因子と CH4、N20放

出の関係を明らかにする必要がある O

(2)今後、水域の富栄養化対策として下水処理プロセスでの AO、A20法の普及

は重要であるが、 一般的な活性汚泥法と比べると処理時聞が長くなるため、

エネノレギー消費が増加し、施設容積も増加する。したがって単に C匹、 N20

の削減効果のみならず、エネノレギー消費および施設容積の増加に伴う C02放

出の僧大をライフサイクルアセスメント (LCA) 手法を用いて算出し、下水

処理プロセスからの GHGの放出を総合的に評価する必要がある O

(3 )本研究では活性汚泥法に代表される浮遊汚泥による処理プロセスについて検

討を行ったが、 AO、A20法では反応時間および装置容積の削減を目標とし、

反応タンク内での微生物濃度を高めるために、流動担体をタンク内へ投入す

る手法が開発されつつあり 叩)、一部実用化されている 7-o，7)。このような手法

は、既設の土地利用が制限される処理場の窒素・リン除去プロセス化には非

常に有効であり、今後普及していくものと考えられる。 しかし、これらプロ

セスから CH4、N20 放出には知見が無く、削減手法も含めて検討する必要が
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ある n

(4)本研究で、は汚泥処理プロセスからの N20削減手法として、汚泥の施肥に伴う

窒素の N20への転換率が、焼却プロセスの場合に比べ低いこと (0.5%: 11%) 

に注目し、下水汚泥の肥料化プロセスとして、 CH4の有効利用が図れる嫌気

性消化・乾燥プロセスについて熱収支の効率化を検討したの今後、下水処理

プロセスにおいて AO、A20法の窒素・リン除去プロセスの普及が重要であ

るが、汚泥処理として嫌気性消化プロセスを組み合わせると汚泥に蓄積され

たリンが嫌気性消化プロセスで溶脱し、脱水プロセスの段階でろ液として水

処理プロセスへ返流され、効率的なリン除去の阻害となることが知られてい

るn しかし現在嫌気性消化プロセスヘセルロース等を添加し、溶脱するリン

濃度を削減する方法川、あるいは溶脱したリンをリン酸アンモニウムマグネ

シウムとして回収する方法が開発されている川。後者の場合はマグネシウム

の供給がネックであったが海水を利用する方法が検討されている川)。このよ

うに下水処理ブ'ロセス全体として環境調和型システムを構築する必要がある。

(5)本研究では活性汚泥法あるいはそれに準じた方法について検討を行ってきた

が、開発途上国では電力事情の関係で土壌処理、ラグーン処理等のエアレー

ションを行わない処理方法が多く採用されている。土壌処理からは N20への

転換率がふ10%以上になることが知られている下11・12)。また、ラグーン処理等

のエアレーションを行わない処理では、原理的に硝化、脱窒がスムーズに進

行しないことが予想され、 N20の放出しやすい条件が満たされる可能性があ

る。また、負荷条件によっては容易に嫌気状態となり、 CH4の放出の増加が

考えられる口したがって開発途上国の人口および人口増加率を考えると、地

球規模で下水処理プロセスからの CH4、N20放出削減には、これら自然型処

理手法に対する検討が重要で、ある。

(6)下水汚泥の肥料化プロセスは GHG削減対策のみならず循環共生型社会の構

築の面からも重要である。しかし、世界的に見て食料が輸出入されている現

状では、窒素の国家間による過不足が生じている川。 したがって今後は下水

汚泥のような有機質肥料となりうる物質の循環利用を、 一国のみで、検討する

のではなく、グロ ーバルな視点、で循環利用を図る必要がある。この場合、世

界標準的な品質基準の制定による安全性の確保が必須となる n
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- 冒-

環境破壊という 言葉が登場して久しいが、世界的に見た場合、環境が改善して

るとは言い難い状況である n 地球の温暖化、酸性雨、オゾン層の破壊、いわゆる

「環境ホルモンJに象徴される微量な化学物質による汚染、人口増加とそれに伴

う水域の汚濁進行による相乗的な水不足と水不足に起因する地域紛争の勃発 7-14)、

森林破壊と大規模な森林火災等、人間活動に原因する環境問題が多発している。

水処理プロセスは人間の排植物を処理する「環境に優ししリプロセスであるが、

操作条件あるいはシステム構成によっては GHGとしての CH4、N20の大きな放

出源となる可能性もある。世界人口の大部分を占める開発途上国では生活排水の

処理が非常に立ち遅れており、今後の普及のための技術協力は我々の責務である。

しかし、単に水質の改善を目指すだけでなく、温暖化および有機質資源の循環利

用を視野に入れた協力を推進する必要があるの

まさしく"Think globaly、Actlocaly"のコンセプトが重要と考えられる。
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